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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第179期 第180期 第181期 第182期 第183期

決算年月 平成21年11月 平成22年11月 平成23年11月 平成24年11月 平成25年11月

売上高 (百万円)  82,534  84,831  87,659  97,357  97,677

経常利益 (百万円)  2,451  4,733  4,942  5,401  6,023

当期純利益 (百万円)  797  2,148  3,102  3,261  3,346

包括利益 (百万円) － － 2,154 4,019 8,922

純資産額 (百万円)  69,875  68,998  67,642  70,046  77,485

総資産額 (百万円)  116,962  113,021  111,392  117,792  132,931

１株当たり純資産額 (円) 854.35 863.44 879.84 913.10 1,010.83

１株当たり当期純利益 (円) 9.90 26.81 40.13 42.98 44.16

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 58.9 60.4 60.0 58.8 57.6

自己資本利益率 (％) 1.15 3.13 4.60 4.70 4.37

株価収益率 (倍) 51.21 23.70 13.83 12.91 17.19

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円)  10,435  9,194  4,299  5,397  6,180

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円)  △5,693  △1,098  △2,183  △3,740  △10,104

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円)  △3,447  △6,936  △5,023  1,505  2,158

現金及び現金同等物の

期末残高
(百万円)  11,916  13,059  10,247  13,525  11,986

従業員数

［外、平均臨時

 雇用者数］

(人)
4,119

［871］

4,049

［843］

4,466

［943］

4,583

［1,012］

4,604

［923］

（注）１　売上高は、消費税等抜きで表示しております。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第179期 第180期 第181期 第182期 第183期

決算年月 平成21年11月 平成22年11月 平成23年11月 平成24年11月 平成25年11月

売上高 (百万円)  33,103  31,728  33,221  33,972  33,355

経常利益 (百万円)  2,682  3,165  3,883  3,153  4,429

当期純利益 (百万円) 1,332 1,615 2,409 1,861 2,927

資本金 (百万円) 6,465 6,465 6,465 6,465 6,465

発行済株式総数 (千株) 88,478 88,478 88,478 88,478 88,478

純資産額 (百万円)  62,618  61,445  59,225  60,093  66,149

総資産額 (百万円)  90,487  88,415  84,502  85,808  96,917

１株当たり純資産額 (円) 777.00 777.73 780.20 792.80 873.04

１株当たり配当額

（内１株当たり

 中間配当額）

(円)
18.00

(8.00)

18.00

(8.00)

18.00

(8.00)

18.00

(8.00)

18.00

(8.00)

１株当たり当期純利益 (円) 16.54 20.17 31.16 24.53 38.63

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 69.2 69.5 70.1 70.0 68.3

自己資本利益率 (％) 2.12 2.61 4.00 3.12 4.43

株価収益率 (倍) 30.65 31.54 17.81 22.63 19.65

配当性向 (％) 108.9 89.3 57.8 73.4 46.6

従業員数

［外、平均臨時

 雇用者数］

(人)
700

［277］

709

［237］

706

［245］

700

［244］

711

［225］

（注）１　売上高は、消費税等抜きで表示しております。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　
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２【沿革】

明治29年12月 日本毛織株式会社を設立

明治32年５月 加古川工場操業開始、毛布の製造開始

大正８年６月 印南工場操業開始

昭和17年３月 昭和毛糸紡績株式会社（現・一宮工場）を吸収合併

昭和24年５月 東京・大阪各証券取引所市場第１部に上場

昭和33年９月 鵜沼工場（現・岐阜工場）操業開始

昭和36年１月 保有不動産の活用を主たる目的としたニッケ不動産株式会社を設立（現・連結子会社）

昭和42年11月 織物販売のアカツキ商事株式会社を設立（現・連結子会社）

昭和45年４月 機械製作所を設置、社内の機械保全作業及び機械製造を開始（昭和53年12月株式会社ニッケ機械製

作所として独立　現・連結子会社）

昭和59年２月 加古川市にショッピングセンター「ニッケパークタウン」を建設、賃貸開始

昭和62年10月 スポーツ事業の運営管理を目的に株式会社ニッケレジャーサービスを設立（現・連結子会社）

昭和63年11月 市川市にショッピング・飲食・スポーツなどの複合施設「ニッケコルトンプラザ」を建設、賃貸・

営業開始

平成３年４月 現在地（大阪市中央区）に新ビルを建設し、本社事務所を移転

平成７年11月 双洋貿易株式会社とその子会社のカバロ株式会社を買収、馬具・乗馬用品の製造・販売事業へ進出

（翌年双洋貿易株式会社がカバロ株式会社を吸収合併、現・連結子会社）

平成10年５月 中国青島市に織物製造の青島日毛織物有限公司を設立（現・連結子会社）

平成11年６月 関連会社の尾西毛糸紡績株式会社を吸収合併

平成12年４月 連結子会社の株式会社ニッケ加古川サービス（現・株式会社ニッケ・ケアサービス、現・連結子会

社）が介護事業へ進出

平成12年９月 各務原市にショッピングセンター「アピタ各務原」を建設、賃貸開始

平成13年11月 日東毛織株式会社と尾西毛糸株式会社の紡績部門を統合し、尾州ウール株式会社を設立（現・連結

子会社）

平成14年７月 毛糸製造の江陰日毛紡績有限公司（中国江陰市）への資本及び経営参加（現・連結子会社）

平成14年８月 株式交換により不織布・フェルト製造のアンビック株式会社を完全子会社化（現・連結子会社）

平成15年７月 携帯電話販売代理店の株式会社ジーシーシーの株式を追加取得し子会社化（現・連結子会社）

平成16年４月 中国での毛糸・織物販売の日毛（上海）貿易有限公司を設立（現・連結子会社）

平成18年８月 スポーツ用品・釣糸・産業資材製造・販売の株式会社ゴーセンの株式を取得（現・連結子会社）

平成18年12月 繊維商社の株式会社ナカヒロを連結子会社化（現・連結子会社）　

平成23年10月　 尾州ウール株式会社が、日誠毛織株式会社を吸収合併し、撚糸部門を集約

平成24年１月　 日毛（上海）管理有限公司を設立（現・連結子会社）　

平成24年２月　 南海毛糸紡績株式会社の株式を取得（現・連結子会社）

平成24年９月

　

マレーシアに生産拠点として、南海ニッケ・トレンガヌ社（梳毛加工）、南海ニッケ・マレーシア

社（梳毛紡績加工）を買収（現・持分法適用非連結子会社)　 

平成25年１月 株式会社ツキネコの株式を取得（現・連結子会社）　

平成25年４月　 芦森工業株式会社の株式を取得（現・持分法適用関連会社）　
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３【事業の内容】

　当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社、連結子会社43社及び関連会社５社(平成25年11月30日現在)を中

心に構成され、毛糸・毛織物などの衣料繊維製品の製造並びに販売を主とした『衣料繊維事業』、不織布・フェルト

などの繊維資材製品、テニス・バドミントンガット、釣糸、産業資材の製造・販売、産業向け機械の設計・製造・販

売、環境・エネルギーシステムの設計・施工・メンテナンスを主とした『産業機材事業』、ショッピングセンターな

ど商業施設の開発・賃貸・運営、不動産の建設・販売・賃貸、乗馬クラブの運営、ゴルフ・テニス等のスポーツ施

設、カラオケ・ボウリング場の運営、介護事業を主とした『人とみらい開発事業』、携帯電話販売、ビデオレンタル

等のフランチャイズ業、毛布・寝装用品、手編毛糸、馬具・乗馬用品、100円ショップ向け日用雑貨卸し、印判用品

の製造販売、倉庫管理・構内運送を主とした『コンシューマー事業』を行っております。各事業の当社及び関係会社

の位置付けは次のとおりであります。

　なお、当連結会計年度より報告セグメントの区分を変更しております。『衣料繊維事業』、『産業機材事業』、

『人とみらい開発事業』、『コンシューマー事業』の４部門は、変更後のセグメント情報の区分と同一であり詳細

は、「第５　経理の状況　１（１）連結財務諸表注記」（セグメント情報）に記載のとおりであります。

　

『衣料繊維事業』

　当部門において、当社は毛糸・ユニフォーム織物素材と製品、紳士及び婦人のファッション織物素材と製品などの

衣料繊維製品の製造及び販売を行っており、製品の一部は㈱ナカヒロ、アカツキ商事㈱、佐藤産業㈱等に販売してお

ります。

　大成毛織㈱、㈱中日毛織、青島日毛織物有限公司は織物の製織加工を行っており、当社は製造委託を行っておりま

す。金屋ニット㈱はニット製品の製造・販売を行っております。尾州ウール㈱は毛糸の製造（撚糸）を行っており、

当社はこれらの会社へ製造委託を行っております。江陰日毛紡績有限公司は毛糸の製造・販売を行っており、江陰日

毛印染有限公司は色トップの製造を行っております。ニッケポートフィリップスカーリング社は原料加工を行ってお

ります。南海毛糸紡績㈱は毛糸の製造販売、南海ニッケ・トレンガヌ社は梳毛加工、南海ニッケ・マレーシア社は毛

糸の製造をそれぞれ行っております。

　また、㈱キューテックは織物製品の縫製加工を行っております。

　なお、南海毛糸紡績㈱は、平成25年12月１日付で、名称を南海ニッケヤーン㈱に変更しております。

『産業機材事業』

　当部門において、アンビック㈱は不織布・フェルト等の繊維資材製品の製造・販売を、日本フェルト工業㈱、江陰

安碧克特種紡織品有限公司は不織布・フェルト等の繊維資材製品の製造・加工を、安碧克（香港）有限公司、安碧克

（上海）有限公司は不織布・フェルト等の繊維資材製品の販売を行っております。

　㈱ゴーセンはテニス・バドミントンガット、釣糸、産業資材の製造・販売を行っており、上海高繊制紐有限公司は

産業資材の製造・販売を行っております。ゴーセン・タイランド社は、自動車用繊維資材の販売を行っております。

 ㈱ニッケ機械製作所は産業向け機械の設計・製造・販売、環境・エネルギーシステムの設計・施工・メンテナンス

等を行っております。

　また、芦森工業㈱は、消防用ホース、自動車安全部品他、産業用資材の製造・販売を行っております。　

『人とみらい開発事業』

　当部門において、当社はショッピングセンターなど商業施設の開発・賃貸・運営、不動産の賃貸、乗馬クラブの運

営等を行っております。ニッケ不動産㈱は住宅等の建設・販売、不動産管理を行っており、㈱コスモメンテナンス

は、不動産管理を行っております。㈱ニッケレジャーサービス、㈱ニッケインドアテニスはゴルフコース・練習場、

テニススクールなどの運営を行っております。㈱ニッケ・アミューズメントは、飲食・カラオケ・ボウリング等の事

業を行っております。㈱ニッケ・ケアサービスは介護事業を行っております。

『コンシューマー事業』

　当部門において、㈱ジーシーシー他５社は携帯電話の販売を行っております。ニッケアウデオSAD㈱は、ビデオレ

ンタルショップ、アイスクリームショップ、屋内型会員制幼児遊戯施設等のフランチャイズ事業を行っております。

双洋貿易㈱は馬具・乗馬用品の製造・販売およびコンテナの輸入・販売を、ニッケ商事㈱は毛布・寝装用品、手編毛

糸等の製造・販売を行っております。㈱友栄は100円ショップ向け生活雑貨の卸売りを行っております。㈱ツキネコ

は印判用品およびスタンプインク等の製造・輸出入・販売を行っております。㈱ニッケ物流は当社工場の倉庫管理及

び構内運送等を行っております。㈱ニットーファミリーは、個人向け保険代理業を行っております。　　
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事業系統図

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金
 (百万円)

主要な事業の
内容

議決権の所有
割合（％）

関係内容

（連結子会社） 　 　 　 　 　

㈱ナカヒロ　※１※２ 大阪市中央区 100
衣料繊維・

産業機材　
100

当社の毛織物を販売しております。

当社は運転資金を融資しております。

当社所有の建物を賃借しております。　

役員の兼任等…有

アカツキ商事㈱　※１　 東京都墨田区 50 衣料繊維 100

当社の毛織物を販売しております。

当社は運転資金を融資しております。　

当社所有の建物を賃借しております。

役員の兼任等…有

佐藤産業㈱ 東京都千代田区 95 衣料繊維 50.1
当社は運転資金を融資しております。

役員の兼任等…有

日毛（上海）貿易有限公司 中国上海市
百万米ドル

3
衣料繊維 100

清算手続中

役員の兼任等…有

大成毛織㈱ 愛知県一宮市 30 衣料繊維 100

委託契約に基づき当社の織物を生産してお

ります。

当社所有の建物を賃借しております。　

当社に余剰資金を預けております。

役員の兼任等…有

㈱中日毛織 愛知県一宮市 10 衣料繊維 100

委託契約に基づき当社の織物を生産してお

ります。

当社所有の建物を賃借しております。　

役員の兼任等…有

青島日毛織物有限公司
中国山東省

青島市

百万米ドル

3
衣料繊維 93.2

当社の織物を生産しております。

役員の兼任等…有

金屋ニット㈱ 京都府福知山市 10 衣料繊維 75

委託契約に基づき当社のニットを生産して

おります。

当社に余剰資金を預けております。　

役員の兼任等…有

尾州ウール㈱ 愛知県一宮市 30 衣料繊維 100

委託契約に基づき当社の毛糸を生産してお

ります。

当社所有の建物等を賃借しております。　

当社に余剰資金を預けております。

役員の兼任等…有

南海毛糸紡績㈱　 大阪市中央区　 22 衣料繊維　 100

当社は毛糸を購入しております。

当社は運転資金を融資しております。　

役員の兼任等…有

江陰日毛紡績有限公司　※１
中国江蘇省

江陰市

百万米ドル

12
衣料繊維 90

当社の毛糸を生産しております。

役員の兼任等…有

江陰日毛印染有限公司
中国江蘇省

江陰市

百万米ドル

3
衣料繊維   97.5

営業上の取引はありません。

役員の兼任等…有

ニッケポートフィリップスカー

リング社

オーストラリア

ビクトリア州

 万豪ドル　

120
衣料繊維　 90

当社の原料加工をしております。

役員の兼任等…有
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名称 住所
資本金又は
出資金
 (百万円)

主要な事業の
内容

議決権の所有
割合（％）

関係内容

アンビック㈱ 兵庫県姫路市 100 産業機材 100

当社所有の建物を賃借しております。

当社に余剰資金を預けております。　

役員の兼任等…有

日本フェルト工業㈱ 兵庫県姫路市 10 産業機材
100

(100)

営業上の取引はありません。

役員の兼任等…有

江陰安碧克特種紡織品有限公司
中国江蘇省

江陰市

 百万米ドル

2
産業機材

100

(100)

営業上の取引はありません。

役員の兼任等…有

安碧克（香港）有限公司 中国香港九龍

 百万

 香港ドル

3

産業機材
100

(100)

営業上の取引はありません。　

役員の兼任等…有

安碧克（上海）貿易有限公司 中国上海市
 百万人民元

6
産業機材

100

(100)

営業上の取引はありません。　

役員の兼任等…有

㈱ゴーセン 大阪市中央区 100 産業機材 100
当社は運転資金を融資しております。

役員の兼任等…有

上海高繊制紐有限公司　 中国上海市　
 千米ドル

500　
産業機材

100

(100)

営業上の取引はありません。　

役員の兼任等…有

ゴーセン・タイランド社　
タイ

バンコク　

 百万

タイバーツ

15　

産業機材　
100

(100)

営業上の取引はありません。　

役員の兼任等…有　

㈱ニッケ機械製作所 兵庫県加古川市 50 産業機材 100

当社設備のメンテナンスをしております。

当社所有の建物を賃借しております。

役員の兼任等…有

㈱ニッケテクノシステム 東京都町田市 50 産業機材 100

清算手続中

当社は運転資金を融資しております。　

役員の兼任等…有

ニッケ不動産㈱ 神戸市中央区 30 人とみらい開発 100

当社の土地・建物の管理をしております。

当社に余剰資金を預けております。

当社所有の建物を賃借しております。

役員の兼任等…有

㈱コスモメンテナンス 千葉県市川市 20 人とみらい開発
70

(70)

当社所有の建物を賃借しております。

当社の土地・建物の管理をしております。

役員の兼任等…有　

㈱ニッケ・ケアサービス 愛知県一宮市　 10
人とみらい開

発　
100

当社より土地・建物を賃借しております.

当社は運転資金を融資しております。

役員の兼任等…有

㈱ニッケレジャーサービス 愛知県弥富市 10
人とみらい開

発　
100

当社より土地・建物を賃借しておりま

す。　

当社に余剰資金を預けております。　

役員の兼任等…有

㈱ニッケインドアテニス 愛知県あま市 10
人とみらい開

発　
100

当社より土地・建物を賃借しております。

当社に余剰資金を預けております。

役員の兼任等…有

㈱ニッケ・アミューズメント 兵庫県芦屋市 10 人とみらい開発 100
当社より土地・建物を賃借しております。

役員の兼任等…有

㈱ジーシーシー 大阪市中央区 12 コンシューマー 51.2
営業上の取引はありません。　

役員の兼任等…有

ニッケアウデオＳＡＤ㈱ 兵庫県芦屋市 60 コンシューマー 100
営業上の取引はありません。

役員の兼任等…有
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名称 住所
資本金又は
出資金 (百
万円)

主要な事業の
内容

議決権の所有
割合（％）

関係内容

ニッケ商事㈱ 大阪市中央区 35 コンシューマー 100

当社の毛織物等を販売しております。

当社は運転資金を融資しております。

当社所有の建物を賃借しております。

役員の兼任等…有

双洋貿易㈱ 神戸市東灘区 10 コンシューマー 100

当社は乗馬・馬具用品を購入しておりま

す。

当社は運転資金を融資しております。

当社所有の建物を賃借しております。

役員の兼任等…有

㈱友栄　 大阪府枚方市　 33
コンシュー

マー　

100

(100)

当社は運転資金を融資しております。　

役員の兼任等…有　

㈱ニッケ物流　 愛知県一宮市　 3 コンシューマー 100

当社工場の倉庫管理・構内運送等を受託し

ております。　

当社に余剰資金を預けております。　

役員の兼任等…有

㈱ニットーファミリー　 神戸市中央区 10
コンシュー

マー　
100

当社運転資金を融資しております。

当社所有の建物を賃借しております。　

役員の兼任等…有　

㈱ツキネコ　
東京都千代田

区　
11 コンシューマー 100

当社に余剰資金を預けております。　

役員の兼任等…有　

日毛（上海）管理有限公司　 中国上海市　

百万人民

元　

15

本社機構　 100

当社よりコンサタント業務を受託しており

ます。　

役員の兼任等…有

他５社 ― ― ― ― ―

（持分法適用非連結子会社） 　 　 　 　 　

南海ニッケ・トレンガヌ社

　　　　　　　　　※１

マレーシア

トレンガヌ州　

 百万

 マレーシア

 リンギット

38

衣料繊維
100

 (10)

当社の梳毛加工を行っております。　

当社は運転資金を融資しております。

役員の兼任等…有

南海ニッケ・マレーシア社　

マレーシア　

セランゴール

州　

 百万

 マレーシア

 リンギッ

ト　

11　

衣料繊維　
100

(10)

営業上の取引はありません。　

当社は運転資金を融資しております。　

役員の兼任等…有　

（持分法適用関連会社） 　 　 　 　 　

芦森工業㈱　 大阪市西区　 8,388 産業機材 18.8
営業上の取引はありません。

役員の兼任等…有　

他２社 ― ― ― ― ―

（注）１　主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

２　※１：特定子会社に該当します。

３　「議決権の所有割合」欄の（内書）は間接所有割合で内数であります。

４　南海毛糸紡績㈱は、平成25年12月１日付で、南海ニッケ・ヤーン㈱に改称し、愛知県一宮市に移転しており

ます。

５　㈱ニッケアミューズメントは、平成25年12月１日付で、ニッケアウデオSAD㈱に吸収合併され、解散してお

ります。

６　※２：㈱ナカヒロについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。

主要な損益情報等は次のとおりであります。

会社名
売上高
（百万円）

経常利益
（百万円）

当期純損益
（百万円）

純資産額
（百万円）

総資産額
（百万円）

㈱ナカヒロ 16,024 354 △135 695 10,520
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成25年11月30日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

衣料繊維事業 1,895   [233]

産業機材事業  813    [111]

人とみらい開発事業　 721    [530]

コンシューマー事業　 1,124    [ 49]

全社（共通） 51    [ －]

合計 4,604　  [923]

（注）１　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［　］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　　　２　全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

　

(2）提出会社の状況

　 平成25年11月30日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

711

［225］
45.0 16.6 4,722,073

　

セグメントの名称 従業員数（人）

衣料繊維事業 591   [219]

産業機材事業　 7     [－]

人とみらい開発事業　 57     [6]

コンシューマー事業　 5     [－]

全社（共通） 51    [－]

合計 711  [225]

（注）１　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［　］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

   　３　全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。　

　

(3）労働組合の状況

　当社グループには、日本毛織グループ労働組合連合会が組織されており、ＵＡゼンセン製造産業部門繊維素材部

会に属しております。グループ内の組合員数は859人でユニオンショップ制であります。

　なお、労使関係については特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度におけるわが国の経済環境は、政府の経済成長戦略や日銀の金融政策への期待感から、円安と株価上

昇が進みました。これに伴う景気の緩やかな回復や雇用情勢の改善により、個人消費においては持ち直しの動きが見ら

れた一方で、輸出の下振れは依然として景気を下押しするリスクとなっており、先行き不透明に推移いたしました。

　このような情勢のなか、当社グループは「ニッケグループ中長期ビジョン（ＮＮ120ビジョン）」の実現に向けて

「NN120第２次中期経営計画（2013～2015年）」を策定し、事業運営におけるシナジー発揮や、スピード感ある事業展

開を可能にする組織への見直し、顧客価値の向上・創造やグループ総合力の強化に向け、グループ一丸で取り組んでま

いりました。

　事業活動の内容としては、衣料繊維事業および産業機材事業においては、ASEAN地域での拠点開発を推し進めまし

た。産業機材事業と人とみらい開発事業が共同して取り組んだソーラー売電事業については「ニッケまちなか発電所

明石土山」（兵庫県加古郡稲美町・明石市）をはじめとしたソーラー発電施設を各地に展開いたしました。また、人と

みらい開発事業においては「ニッケ介護村」を中心とした地域密着型の介護施設を積極的に展開し、コンシューマー事

業においてはＭ＆Ａの実施により新規事業の拡大に取り組みました。

　この結果、当連結会計年度の業績は、連結売上高は97,677百万円（前期97,357百万円）、連結経常利益は6,023百万

円（前期5,401百万円）、連結当期純利益は3,346百万円（前期3,261百万円）となりました。

 セグメントの概況は以下のとおりであります。

　なお、当連結会計年度より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前期比較については、前期の数値を変更

後のセグメント区分に組替えた数値で比較しております。　

　

①衣料繊維事業

　衣料繊維事業は、ウール（天然繊維）を主素材とした衣料用の素材・商品の開発・製造・卸売りを行っております。

　売糸は、期初からの円安と原毛価格の乱高下も影響し、内外の市況低迷により受注が伸びず、減収となりました。

　学校向け制服素材は、入学商戦向けの出荷も前年並みであり、また、来年度の商戦に向けての早期備蓄の受注も前年

並みに出荷され、ほぼ前期並みとなりました。

　官公庁向け制服素材は、難燃作業服分野での新規受注など好材料はあるものの、予算削減という厳しい環境が影響

し、減収となりました。

　一般企業向け制服素材は、通信会社、大手私鉄、地方銀行、百貨店制服等の大口受注はありましたが、中小口物件の

更改減により、減収となりました。

　一般衣料向け素材は、百貨店アパレル向けの受注減により微減収となりました。

　海外向け事業は、欧米向けに高品質レディス素材の拡販に注力しましたが、受注の増加には至らず減収となりまし

た。

　この結果、衣料繊維事業の当連結会計年度の売上高は41,264百万円（前期41,857百万円）となりました。

　　

②産業機材事業

　産業機材事業はウールから化合繊、糸から紐・フェルト・不織布など産業用資材・生活用資材の開発・製造・卸売

り、産業用機器の設計・製造・販売および環境・エネルギーシステムの設計・施工・メンテナンスを行っております。

　産業用資材は、PM2.5の影響により空調用フィルターが好調に推移したほか、自動車向け資材でも回復を見せ始めま

したが、家電向け資材等の減収が大きく、全体では減収となりました。

　生活用資材は、ラケットスポーツ用品は海外受注の増加により、釣糸は市場の値下げ競争に対して新製品を適切に投

入したことが功を奏し、全体で増収となりました。

　産業向け機械・計測器は、ソーラー機器関連や、海外ファクトリーオートメーション機器関連などの新規事業が売上

に寄与しましたが、前期後半の受注減と前期における電源計測器事業からの撤退が影響し、減収となりました。

　この結果、産業機材事業の当連結会計年度の売上高は18,234百万円（前期20,363百万円）となりました。

　

③人とみらい開発事業

　人とみらい開発事業は、「街づくり」を主眼とした地域共生型のサービス提供および不動産開発を行っております。

　商業施設運営事業は、「ニッケコルトンプラザ」（千葉県市川市）では、併設シネマの客足が回復したことや衣料品

の販売が婦人服を除き好調であったことに加え、商業施設運営業務の新規受託が寄与し微増収となりました。一方

「ニッケパークタウン」（兵庫県加古川市）では、近隣ショッピングセンターの新規オープン等の影響がありましたが

前期並みを維持しました。
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　不動産事業は、愛知県弥富地区および稲沢地区の新規土地賃貸が開始したことや、前期より事業化に取り組んできた

ソーラー売電事業を開始したことにより、全体として増収となりました。

　スポーツ事業は、テニススクールでは受講生徒数が減少したものの、レッスン料の値上げにより前期並みとなりまし

た。また、ゴルフ練習場・ゴルフコースでは、メガソーラー発電所建設に備えたゴルフコース（兵庫県加古郡稲美町・

明石市）の閉鎖および天候不順による来場者の減少により大幅な減収となりました。

　介護事業は、既存デイサービスの利用者数・客単価増に加え、介護付き有料老人ホーム「ニッケあすも一宮」(愛知

県一宮市)、小規模多機能型居宅介護施設「ニッケふれあいセンター犬山」(愛知県犬山市)、同じく「ニッケふれあい

センター小牧」(愛知県小牧市)、認知症デイサービス「ニッケれんげの家犬山」(愛知県犬山市)、短期入所生活介護施

設「ショートステイニッケかかみ野」(岐阜県各務原市)の新規開業が売上げに寄与したため、大幅な増収となりまし

た。

　アミューズメント事業は、飲食部門では勢いを取り戻しつつも、カラオケ部門の不振やテナント入居ビルの耐震工事

に伴う休業等が大きく影響したことにより減収となりました。

　この結果、人とみらい開発事業の当連結会計年度の売上高は16,200百万円（前期14,327百万円）となりました。

　

④コンシューマー事業

　コンシューマー事業は、ブランディングとマーケティングのノウハウを強化した消費財の流通・小売、および拠点開

発による地域ニーズに対応した商品・サービスの提供を行っております。

　寝装事業は、災害用備蓄毛布の販売が堅調に推移するも、需要としては一巡した状況にあり減収となりました。

　貿易代行事業は、コンテナの輸入設置事業が好調で大幅な増収となりました。

　100円ショップ向け卸売事業は、新商品の開発と新規取引先の開拓により増収となりました。

　携帯電話販売事業は、スマートフォン市場の拡大と、前期に行った新規出店・移転増床に伴う販売台数の増加が全期

間で売上げに寄与し増収となりました。

　キッズランド事業は、既存３施設が集客を伸ばしたことにより増収となりました。

　ビデオレンタル事業は、各店舗の努力が売上げに寄与したことにより増収となりました。

　なお、個人向け保険代理店を営む株式会社ニットーファミリーおよびスタンプインクなどの製造・販売を営む株式会

社ツキネコが期中より、それぞれ加わり、売上げに寄与しました。

　この結果、コンシューマー事業の当連結会計年度の売上高は21,978百万円（前期20,810百万円）となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度の営業活動による資金の増加は、前連結会計年度に比べ、法人税等の支払額の減少等により、782百

万円増加して6,180百万円となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度の投資活動による資金の支出は、前連結会計年度に比べ、固定資産の取得等により6,363百万円増加

して10,104百万円となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度の財務活動による資金の収入は、前連結会計年度に比べ、短期借入金の増加等により、652百万円増

加して2,158百万円となりました。

　以上の結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末比1,538百万円減少し11,986百万円とな

りました。

　

２【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループの生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、その形態・単位等は必ずし

も一様でなく、また受注生産をとらない製品もあり、セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で

示すことはしておりません。

　このため生産、受注及び販売の状況については「１　業績等の概要」における、各セグメント業績に関連付けて示

しております。　　
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３【対処すべき課題】

　当社グループは、「ニッケグループ中長期ビジョン（NN120ビジョン）」の実現に向けて「NN120第2次中期経営計

画（2013～2015）」を策定し、2013年度を「開発提案元年」と位置づけ、顧客志向の開発強化を徹底いたしました。

　本年４月の消費税増税や、エネルギー費上昇など引き続き厳しい経営環境が見込まれますが、今期の結果を真摯に

分析しつつ、顧客価値の向上・創造やグループ総合力の強化を加速し、中期経営計画最終年度である2015年度目標の

「連結売上高1,000億円以上、連結営業利益70億円以上」を目指してまいります。

 なお、事業ごとの取組み状況については、以下のとおりです。

＜衣料繊維事業＞

　消費税増税の影響、原料高製品安など、依然として厳しい事業環境が継続しております。こうした状況のもと、梳

毛生産体制の再構築や売糸事業の統合により、グローバルな適地適品生産販売体制を整備してまいりました。引き続

き、ユニフォーム事業の基盤強化を図りつつ、テキスタイル事業の収益向上や、素材開発力の強化、海外事業展開に

も積極的に取り組んでまいります。

＜産業機材事業＞

　自動車・電気業界におけるグローバル化の発展に伴い、先般進出したタイでの事業展開を中心とした海外事業の更

なる拡大を図るとともに、経営の効率化および営業強化を図ってまいります。引き続き、国内外生産販売体制の構造

改革による収益向上や新事業・新商材の開発に注力してまいります。

＜人とみらい開発事業＞

　時代の要請が強い再生可能エネルギー・太陽光発電による売電事業として、当社のソーラー施設「ニッケまちなか

発電所」の拠点拡大に引き続き積極的に取り組んでまいります。また、介護事業では、多岐にわたるニッケの介護

サービスを同一地域で展開する「ニッケ介護村」を中心とした地域密着型の介護施設を積極的に展開してまいりま

す。

＜コンシューマー事業＞

　新規事業として加えたホビークラフト事業（インク・インクパッド）の更なる収益向上や、通信事業における既存

店舗のメガショップ化、キッズランド施設の拠点拡大など、事業規模の拡大と収益向上に取り組んでまいります。

　

　事業環境の変化に機動的に対応でき、強固な事業運営体制を確立するため、グループ総合力の強化を推進し、上記

施策の実現に向けて全力を挙げてまいります。「売れるもの作り」や「独自サービス」により、ニッチでリッチな市

場を創造し続けることを念頭に置き、中期経営計画の２年目となる2014年度において、顧客ニーズを捉えた高付加価

値の商品やサービスを提供できるよう、グループ一丸で取り組んでまいります。

　また、このような事業活動を行ううえで信頼の基盤となるのはステークホルダーに対する「誠実な経営」が大前提

となることを再認識し、経営理念、企業倫理規範および企業行動基準の更なる浸透を図ってまいります。さらに経営

の透明性・客観性を高めるべく、コーポレートガバナンスの強化・充実にも取り組むと同時に、社会地域貢献活動や

多様なステークホルダーとのコミュニケーションを積極的に推進してまいります。

　

（株式会社の支配に関する基本方針)

１．基本方針の内容の概要

　当社は、最終的に会社の財務および事業の方針の決定を支配するのは、株主であると考えています。そして株主

は、資本市場での株式の自由な取引を通じて決まるものと考えています。したがって、会社の経営支配権の移転を伴

う株式の買付提案に応じるか否かの最終的な判断は、株主に委ねられるべきものと考えています。

　しかし、株式の大量取得行為や買付提案の中には、その目的等から当社の企業価値および株主共同の利益を著しく

損なう等、当社に回復しがたい損害をもたらすと判断される場合があることが想定されます。

　当社は、このような行為を行う者は当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えて

います。したがって、そのような行為に対しては、当社取締役会が原則として何らかの対抗措置を講じることを基本

方針としています。

　

２．基本方針の実現に資する取組みの概要

　当社は「ニッケグループ中長期ビジョン（ＮＮ120ビジョン）」の実現に向けて、各事業領域において重要課題を

明確化し、企業価値および株主共同の利益の向上に取り組んでおります。

 株主還元策につきましては、株主の利益を重要な課題の一つと考え経営に取り組み、配当を30年以上にわたり無

配・減配することなく実施してまいりました。

　コーポレートガバナンスへの取組みにつきましては、常に株主利益の立場に立ち「経営監視の仕組み」と「最適な

経営者を選定する仕組み」を構築することを企業統治の主眼としており、社外取締役の招聘や「アドバイザリーボー

ド」の設置をはじめとした諸施策を不断に実施し、企業の透明性と経営の効率性を高めるとともに社会全体から高い

信頼を得るべく、更なる強化充実に努めております。
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　社会的責任につきましては、企業が持続的に成長し発展していくためには「誠実な経営」であることとコンプライ

アンスレベルを超えて「倫理的に行動すること」が不可欠であるとの認識のもと、全社員が法と社会規範を常に遵守

し企業市民としての責任を果たすとともに、高い企業倫理を維持していくことが企業使命であると考えております。

　また、「地球環境の保全」を企業経営における重要課題の一つと位置づけ、「地球環境委員会」を設置し、ＣＯ2

削減を目指すべく「省エネルギー・温暖化防止」「省資源・リサイクル促進」「環境汚染防止」をテーマとした環　

境保全にも取り組んでおります。

　

３．基本方針に照らして不適切な者によって会社の財務および事業の方針の決定が支配されること

 を防止するための取組みの概要

　当社は、平成24年２月24日開催の第181回定時株主総会にて株主の皆様から承認を受け「当社株式の大規模買付行

為に関する対応方針（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいます。）を継続導入いたしました。本プランは、大

規模買付行為に対して一律に対抗措置を発動する趣旨のものではなく、株主の皆様に対して、株主共同の利益および

企業価値の確保・向上の観点から大規模買付行為を受け入れるかどうかの検討に必要となる大規模買付者からの情報

および当社取締役会の評価・意見を提供し、さらには株主の皆様に熟慮に必要な時間を確保するものであり、これに

よって株主の皆様が適切な判断を行うことができるようにすることを目的としています。

(1) 本プランが対象とする大規模買付行為

　当社が発行する株券等について保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付行為

(2) 本プランの概要

　①大規模買付ルールの概要

   (ⅰ)大規模買付者に対する情報提供の要請

       買付行為に先立って、当社取締役会は大規模買付者に対し、株主の皆様の判断および当社取締役会の評価検

     討のために必要かつ十分な情報（大規模買付情報）の提供を要請します。

   (ⅱ)取締役会による評価検討

       当社取締役会は、大規模買付者による大規模買付情報の提供が完了した後、90日を上限として設定した取締

     役会評価期間において、提供された大規模買付情報を十分に評価検討し、意見等を取りまとめたうえで株主の

     皆様に公表します。なお、大規模買付行為は、当該評価期間の経過後にのみ開始されるべきものとします

 ②大規模買付行為がなされた場合の対応

   (ⅰ)大規模買付ルールが遵守されない場合

     大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合には、当社取締役会は、その責任において企業価値および

    株主共同の利益の維持・向上を目的として、新株予約権の無償割当てその他法令および当社定款が取締役会の

   権限として認める措置（以下「対抗措置」といいます。）の発動を決議します。

   (ⅱ)大規模買付ルールが遵守された場合

     当社取締役会は、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、原則として対抗措置の発動を行いま

   せん。ただし、当該大規模買付が本プランに定める類型に該当し、当社の企業価値および株主共同の利益を著し

   く損なう等、当社に回復しがたい損害をもたらすものと認められる場合には、当社取締役会は対抗措置を発動す

   る決議をすることがあります。この場合、当社取締役会は、決議に先立ってその判断の合理性および公正性を担

   保するために、特別委員会に対して対抗措置を講じることの是非を諮問します。特別委員会は当該大規模買付行

   為が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく毀損するものであるか否かについて十分に評価検討し、当社取締

   役会に対して対抗措置の発動・不発動の勧告を行います。また、特別委員会が、株主の意思を確認すべき旨を勧

   告した場合、当社取締役会は、原則として株主意思確認総会における株主投票または書面投票のいずれかを選択

   して実施します。この結果を受け、当社取締役会は、善管注意義務に従いその責任により特別委員会からの勧

   告、株主意思確認総会または書面投票の結果を最大限尊重し、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の

   観点からすみやかに対抗措置を発動するか否かを決議します。

４．前記取組みが基本方針に従い、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、当社役員の地位の維持を目的と　

 するものではないことおよびその理由

(1)当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

 本プランは、当社株式等に対する大規模買付等がなされた際に、必要な情報や期間を確保し、あるいは当社取締役

会が代替案を提示したり買付者と交渉すること等を可能にすることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保

し向上させるという目的をもって導入しております。したがいまして、本プランの目的に反して、株主の利益を向上

させる買収を阻害する等、経営陣の保身を図ることを目的として本プランが利用されることはありません。

(2)恣意的な対抗措置発動の防止

 当社は、対抗措置の発動等を含む本プランの運用に関する決議および勧告を客観的に行うため、当社の業務執行を

行う経営陣から独立している当社の社外取締役、社外監査役を中心に構成された「特別委員会」を設置しておりま

す。また、本プランは客観的かつ合理的な発動要件が充足されなければ発動されないように設定されているため、当

社取締役会による恣意的な発動を防止し、透明な運営が行われる仕組みを確保しております。
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(3)株主意思の反映

 本プランは、株主総会において株主の皆様による決議に基づき導入したものであります。なお、本プランには有効

期間を３年間とするサンセット条項を付しておりますが、その期間内に本プランを廃止する旨の株主総会決議、取締

役会決議がなされた場合には、本プランはその時点で廃止されることとなります。また、当社取締役の任期は１年で

すので、取締役の選任を通じて株主の意思を反映することが可能となっております。このように、本プランはデッド

ハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではなく、本プランの導入および廃止には株主の意思が十分反映さ

れる仕組みとなっております。　

　

４【事業等のリスク】

　「リスク管理委員会」を設置し、当社グループの認識するリスクを特定して、リスクの防止及び損失の極小化を図

るためのリスク管理体制を強化しております。そのうち、当社グループの経営成績及び財政状態等に重要な影響を及

ぼす可能性のあるリスクは、以下のとおりであります。

　なお、記載内容のうち、将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において、当社グループが判断したもの

であります。

(1）重要な取引先の業績悪化、事業撤退等

　当社グループは、衣料繊維、繊維資材、乗馬用品、産業向機械等の各種製品を、国内外の取引先に販売しており

ますが、一部の製品については、主として特定の取引先に販売しております。このため、そのような取引先におい

て、業績の悪化や当該製品に関係する事業の撤退、大規模な在庫調整、生産調整あるいは当該製品の大幅な値下げ

要求等が生じた場合には、当社グループの売上減少が生じるなど、経営成績及び財政状態等に重要な影響を及ぼす

可能性があります。

　また、債権の貸倒れによる損失に備えるため、過去の貸倒実績率等に基づき、貸倒引当金を計上しております。

与信管理制度のもと、取引先別に限度額を設定するなど、与信リスクミニマイズへの対応策をとっております。し

かしながら、景気後退等により重要な取引先が破綻した場合には、貸倒引当金を大幅に超える貸倒損失が発生する

など、経営成績及び財政状態等に重要な影響を及ぼす可能性があります。

(2）株価の大幅下落、為替相場の変動等

　当社グループは、市場性のある株式を相当量保有しており、株価が大幅に下落した場合には、その他有価証券評

価差額金の減少や売却時に損失が発生するなど、経営成績及び財政状態等に重要な影響を及ぼす可能性がありま

す。

　また、年金資産にも市場性のある株式が含まれているため、株価が大幅に下落した場合には、年金資産の減少及

び退職給付費用（数理計算上の差異の費用処理額）の増加が生じるなど、経営成績及び財政状態等に重要な影響を

及ぼす可能性があります。

　また、衣料繊維、繊維資材の原料の多くは海外から輸入しており、為替予約等のリスクヘッジを行っております

が、為替相場が大幅に変動した場合には、経営成績及び財政状態等に重要な影響を及ぼす可能性があります。

(3）製品の欠陥等

　当社グループは、製品の欠陥等の発生リスクを未然に防止しながら、所定の品質管理基準に従って、衣料繊維、

繊維資材、乗馬用品、産業向機械等の各種製品を生産しております。また、製造物責任賠償については保険に加入

しております。しかしながら、全ての製品に欠陥がなく、将来的に不良品が発生しないという保証はなく、また、

最終的に負担する賠償額を保険でカバーできるとも限りません。このため、重大な製品の欠陥等が発生した場合に

は、多額の損害賠償支払いや当社グループの信用失墜が生じるなど、経営成績及び財政状態等に重要な影響を及ぼ

す可能性があります。

(4）原材料の購入

　当社グループの繊維事業の主要製品に使用される原材料の価格は国際商品市況やその他の環境要因（天候、為替

レート等）により大きく左右されるため、当該事業の経営成績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性がありま

す。

(5）海外事業展開

　当社グループは、繊維事業を中心に海外に生産拠点を保有しておりますが、予期しない法律または規制の変更、

不利な政治的経済的要因、社会的混乱などのリスクが内在しており、これらの事象が発生した場合には、生産活動

ほかに著しい支障が生じるなど、経営成績及び財政状態等に重要な影響を及ぼす可能性があります。

(6）災害等

　当社グループは、国内外の各地で生産活動ほかの企業活動を行う上で、実際に災害等が発生した場合でも被害、

損失を最小限に食い止められるよう、予防対策、緊急時の措置についての関連規程、マニュアルを整備するととも

に、各種訓練を定期的に実施しております。しかしながら、それらの工場ほかで大規模な地震、風水害、雪害等の

自然災害や火災等が発生した場合には、生産活動ほかに著しい支障が生じるなど、経営成績及び財政状態等に重要

な影響を及ぼす可能性があります。　
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５【経営上の重要な契約等】

(1）業務提携契約

契約会社名 相手先 契約内容 期限

日本毛織株式会社　

（当社）　

艶金化学繊維株式会

社　

中・軽衣料分野（特にジャー

ジー）における業務提携　
平成22年８月から平成26年７月　

　

(2）建物等賃貸契約

契約会社名 相手先 契約内容 期限

日本毛織株式会社

（当社）
株式会社ダイエー

商業施設「ニッケコルトンプ

ラザ」の賃貸
平成24年11月から平成27年11月

日本毛織株式会社

（当社）
ユニー株式会社

商業施設「アピタ各務原」の

賃貸
平成12年９月から平成32年９月

日本毛織株式会社

（当社）
株式会社エディオン

商業施設「ニッケパークタウ

ン」の賃貸
平成15年３月から平成28年１月

日本毛織株式会社

（当社）

生活協同組合

コープこうべ

商業施設「ニッケパークタウ

ン」の賃貸
平成15年６月から平成28年１月

　　

　

６【研究開発活動】

 当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社）の研究開発費は759百万円であり、主なセグメント

の研究開発活動は次のとおりであります。 なお、研究開発費については、当社研究開発センターで行っている各セ

グメントに配分できない研究開発費用102百万円が含まれております。

(1) 衣料繊維事業

羊毛産業のリーディングカンパニーに相応しい、「環境」「安心」「安全」「快適」に配慮した差別化素材、

加工技術の開発を行っております。

当連結会計年度における当社グループの衣料繊維事業の研究開発費は571百万円であり、当期に取り組んだ主な

内容は前期からの継続を含め次のとおりであります。

①　環境と安全に配慮した織物や機能加工の開発等

②　新しい難燃繊維を使用した織物の開発等

③　暖かい素材・涼しい素材・取扱いが簡単な素材の開発等

当連結会計年度に対外的に発表した主な製品及び技術の次の通りであります。

a.　商品名「ニッケ長良川」… 偏芯らせん構造を有する新精紡交撚糸　

b.　商品名「ハイブリッドクリーン」… シャワー洗濯にも対応した防汚加工 　

　

(2) 産業機材事業

 当社グループの産業機材事業における研究活動は、主に資材製造販売子会社の研究開発部門を中心に、産業用資

材、スポーツ用品等顧客満足度に応えられる商品開発を行っております。

　当連結会計年度における当社グループの資材事業の研究開発費は85百万円であり、当期に取り組んだ主な内容は

前期からの継続を含め次のとおりであります。

①　極細繊維不織布の用途開発

②　特殊繊維を側糸の一部に混用した高耐久・高反発・高振動吸収性を保持したテニスガットの開発

③　医療用補強シート材の開発　

 当連結会計年度に対外的に発表した主な製品及び技術は次のとおりであります。

a.　多目的用途の釣糸PEライン（製品名：ＤＯＮＰＥＰＥ８、エギファイアー８ＢＲＡＩＤ等）およびナイロン

　ライン（製品名：リミテーション磯ＣＸフロート）　
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社グループにおける財政状態及び経営成績の分析は以下のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 財政状態の分析　

　当連結会計年度末における財政状況は、総資産は132,931百万円となり、前連結会計年度末に比べ、15,139百万

円増加しました。また、純資産は77,485百万円となり、前連結会計年度に比べ7,439百万円増加しました。この結

果、自己資本比率は、57.6％（前連結会計年度58.8％）となりました。

 流動資産は、前連結会計年度に比べ、売上債権やたな卸資産の増加等により、773百万円増加し、65,988百万円

となりました。

　固定資産は、前連結会計年度に比べ、有形固定資産や投資その他の資産の増加等により、14,364百万円増加し、

66,942百万円となりました。

 負債は、前連結会計年度に比べ、有利子負債（長期・短期借入金）や繰延税金負債の増加等により7,698百万円

増加し、55,445百万円となりました。　

　

(2) 経営成績の分析

　当連結会計年度の経営成績は、売上高97,677百万円、営業利益5,596百万円、経常利益6,023百万円、当期純利益

3,346百万円となり、前連結会計年度に比べ売上高が、319百万円(0.3％)、営業利益258百万円(4.8％)、経常利益

621百万円(11.5%)、当期純利益85百万円(2.6%)、それぞれで上回り、増収増益となりました。

　

 衣料繊維事業の連結売上高は、41,264百万円となり、前連結会計年度にくらべ、592百万円（1.4％）の減収とな

りました。売糸は、急激な円安や原毛価格の乱高下も影響し、内外の市況低迷により受注が伸びず、減収となりま

した。学校向け制服素材は、ほぼ前期並み、官公庁向け制服素材は予算削減という厳しい環境により減収となりま

した。一般企業向け制服素材は、中小物件の制服更改減により減収、一般衣料向け素材は、百貨店アパレル向けの

受注減により微減収となりました。海外向け事業は、欧州向け高品質レディス素材拡販に注力するも受注増加に至

らず、減収となりました。

　営業利益は、円安進行によるコストアップに加え、市況相場が悪化し、操業低下のため中国工場の採算も悪化す

ることとなり、1,448百万円と前連結会計年度に比べ231百万円（13.8％）の減益となりました。

　

　産業機材事業の連結売上高は、18,234百万円となり、前連結会計年度に比べ、2,128百万円（10.5％）の減収と

なりました。産業用資材は、空調用フィルターが好調に推移し、自動車向け資材の回復も見られたものの、家電向

け資材などが苦戦し減収となりました。生活用資材は、ラケットスポーツ用品の海外受注増や釣り糸も健闘し増収

となりました。産業向け機械は、車載品製造ライン関連の受注は回復してきたものの、前期後半の受注減が影響し

減収となりました。尚、電源・計測器事業については、昨年外部会社に事業譲渡を行っており、減収要因となって

います。

　営業利益は、フェルト・不織布などの産業資材における収益悪化と産業向け機械の受注減が影響し、522百万円

と前連結会計年度に比べ、129百万円（19.9％）の減益となりました。

　

　人とみらい開発事業の連結売上高は、16,200百万円となり、前連結会計年度に比べ、1,872百万円（13.1％）の

増収となりました。商業施設の運営事業は、商業施設運営業務（愛知県のリソラ大府ショッピングテラス）の新規

受託開始により微増収、不動産事業は愛知県（弥富・稲沢地区）における新規土地賃貸やソーラー売電事業開始に

より増収となりました。スポーツ事業ではテニススクールは前期並となったものの、ゴルフ関連が土山ゴルフコー

スのメガソーラー施設転用による閉鎖のため、減収となりました。介護事業は新規開業施設が寄与し増収、ア

ミューズメントはカラオケ部門不振により減収となりました。

　営業利益は、不動産事業における新規賃貸やソーラー売電事業が貢献し、また介護事業における新規施設も軌道

に乗り、4,247百万円と前連結会計年度に比べ、382百万円（9.9％）の増益となりました。

　

　コンシューマー事業の連結売上高は、21,978百万円となり、前連結会計年度に比べ、1,168百万円（5.6％）の増

収となりました。寝装事業は、災害用備蓄毛布一巡により減収、貿易代行事業はコンテナの輸入設置事業が好調に

推移し増収、100円ショップ向け事業は新商品開発や新規取引先開拓により微増収となりました。携帯電話販売事

業はスマートフォン市場の拡大と新規出店や移転増床の影響で増収となり、キッズランドやビデオレンタル事業は

順調に推移し増収となりました。また、保険代理店会社とホビー関連会社が新規連結に加わり売上げに寄与しまし

た。

　営業利益は、ビデオレンタルなどの新規事業の増益や新規連結会社の利益貢献などにより、907百万円となり、

前連結会計年度に比べ、302百万円（50.2％）の増益となりました。
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 営業外損益は、受取配当金や受取利息の増加や円安の進行に伴う為替差益の発生等により、営業外収益と営業外

費用の差引きで427百万円の黒字となり、前連結会計年度に比べ362百万円の増加となりました。　

　その結果、経常利益は6,023百万円となり、前連結会計年度に比べ、621百万円の増益となりました。

　

　特別利益は、新規の連結子会社等に係る負ののれん発生益582百万円を計上しております。

　特別損失は、各事業における事業構造改善費用や投資有価証券の評価損等1,222百万円を計上しております。　

 特別利益と特別損失の差引きでは、640百万円の損失となり、前連結会計年度に比べ、351百万円の損失増となり

ました。

　以上より、税金等調整前当期純利益は5,384百万円となり、法人税等合計1,955百万円と少数株主利益81百万円を

控除した結果、当期純利益は3,346百万円と前連結会計年度に比べ、85百万円の増益となりました。

　

(3）キャッシュ・フローの状況の分析

　キャッシュ・フローの状況の分析につきましては、「１ 業績等の概要 (2) キャッシュ・フローの状況」に記載

のとおりであります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループ(当社及び連結子会社)では、長期的に収益が期待できる事業分野に重点的な設備投資を行うととも

に、生産工程の効率化など合理化、生産性向上のための投資を実施しております。当連結会計年度における設備投資

の実施額は総額67億円強(無形固定資産、長期前払費用への投資を含む。)であり、主なセグメントごとの設備投資の

内容及び投資金額は次のとおりであります。

　衣料繊維事業では、織布工場の建設や品質向上、短納期対応、生産性向上を目的とした製造設備の新設・保守など

総額８億円強の設備投資を行いました。

　産業機材事業では、生産設備導入など総額５億円強の設備投資を行いました。

　人とみらい開発事業では、大規模太陽光発電設備の建設など総額51億円余の設備投資を行いました。

　コンシューマー事業では、フランチャイズ事業の新規出店など総額３億円弱の設備投資を行いました。

　

２【主要な設備の状況】

　当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

　 平成25年11月30日現在

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

印南工場

（兵庫県加古川市）

衣料繊維・

産業機材

梳毛織物等製造

設備
870 370

21

(203)
27 1,289

174

[56]

一宮（第１、第２）事業所

（愛知県一宮市）
衣料繊維

梳毛糸・毛織物

製造設備
1,129 356

5

(130)
24 1,515

151

[81]

岐阜工場

（岐阜県各務原市）
衣料繊維

梳毛・合繊糸製

造設備
256 309

27

(76)
3 596

99

[79]

ニッケパークタウン

（兵庫県加古川市）

（注）２

人とみらい

開発

ショッピング

センター等
1,603 15

135

(72)
8 1,763

10

[―]

ニッケコルトンプラザ

（千葉県市川市）

（注）３

人とみらい

開発

ショッピング

センター等
5,887 4

4

(132)
17 5,912

17

[5]

アピタ各務原

（岐阜県各務原市）

（注）４

人とみらい

開発

ショッピング

センター等
993 ―

27

(73)
0 1,021 ―

本社

（大阪市中央区）

全社的管理・

販売業務
その他の施設 1,138 ―

50

(1)
7 1,195

134

[－]
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(2）国内子会社

　 平成25年11月30日現在

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

㈱ナカヒロ
本社・工場

(大阪市中央区他)

衣料繊維・

産業機材　
その他設備 402 0

785

(6)
13 1,201

195

[5]

アカツキ商事㈱
本社

(東京都墨田区)　
衣料繊維 その他設備 112 0

212

(0)
18 343

91

[―]

佐藤産業㈱
本社・工場

(東京都千代田区他)
衣料繊維 その他設備 163 4

641

(0)
24 833

152

[―]

アンビック㈱
本社・工場

(兵庫県姫路市他)
産業機材

不織布・

フェルト製

造設備

435 359
71

(56)
31 897

221

[4]

㈱ゴーセン
本社・工場

(大阪市中央区他)
産業機材

合成繊維

製造設備
237 279

503

(26)
19 1,040

264

[－]

㈱ニッケ機械製

作所

（注）５

本社・工場

(兵庫県加古川市)
産業機材

機械製造

設備
62 76

166

(1)
34 339

187

[103]

㈱ニッケ・ケア

サービス

（注）６

本社・銀羊苑

(兵庫県加古川市)

人とみらい

開発
介護施設 137 0

―

(―)
59 197

412

[―]

　

(3）在外子会社

　 平成25年11月30日現在

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

江陰日毛紡績

有限公司

（注）７

本社・工場

(中国江蘇省江陰市)
衣料繊維

梳毛糸製造

設備
504 925

―

(―)
20 1,450

545

[―]

青島日毛織物

有限公司

（注）７

本社・工場

(中国山東省青島市)
衣料繊維

梳毛織物製

造設備
113 191

―

(―)
9 314

137

［―]
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（注）１　帳簿価額のうち「その他」は工具器具及び備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。

なお、金額には消費税等を含んでおりません。

２　㈱エディオン、生活協同組合コープこうべ他へ賃貸しております。

３　㈱ダイエー等へ賃貸しております。

４　すべてユニー㈱へ賃貸しております。

５　主要建物及び構築物は提出会社から賃借しております。

６　主要建物及び構築物及び土地は提出会社から賃借しております。

７　土地の使用権を取得しております。

８　休止中の主要な設備はありません。

９　従業員数の［　］は、臨時従業員数を外書きしております。

10　上記の他、主要な賃貸設備は次のとおりであります。

　提出会社

所在地
セグメントの

名称
区分

帳簿価額（百万円）

建物及び

構築物

機械装置

及び運搬具

土地

(面積千㎡)
その他 合計

東京都中央区
人とみらい

開発
賃貸ビル 229 ―

764

(0)
1 994

大阪市中央区
人とみらい

開発
賃貸ビル 407 0

13

(0)
0 421

大阪市西区
人とみらい

開発
賃貸ビル 536 1

1,015

(0)
0 1,554

神戸市中央区
人とみらい

開発
賃貸ビル 166 0

0

(1)
1 168

大阪府吹田市
人とみらい

開発
賃貸ビル 1,018 ―

773

(0)
― 1,791

　

　

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

会社名 所在地 セグメントの名称 設備の内容

投資予定金額
資金調達

方法

着手及び完了予定年月

総額

（百万円）

既支払額

（百万円）
着手 完了

当社
 兵庫県

 明石市　他
人とみらい開発

大規模太陽光

発電設備(Ⅱ期)
1,576 1,128 自己資金

平成25年

７月

平成26年

２月

当社
 愛知県

 一宮市
人とみらい開発

集合住宅等建設

(大成毛織跡地)
1,184 768 自己資金

平成25年

７月

平成26年

３月

　

(2）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 192,796,000

計 192,796,000

　

②【発行済株式】

種類
事業年度末

現在発行数（株）
（平成25年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年２月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 88,478,858 88,478,858
東京

（市場第一部）

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

単元株式数　1,000株　

計 88,478,858 88,478,858 ― ―

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成17年６月１日

（注）
― 88,478,858 ― 6,465 5 5,064

（注）　資本準備金の増加は尾西毛糸株式会社及び日東毛織株式会社との合併によるものであります。

　　

（６）【所有者別状況】

　 平成25年11月30日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その
他

計
個人以外 個人

株主数（人） ― 41 19 123 98 1 4,273 4,555 ―

所有株式数

（単元）
― 26,014 294 17,475 13,428 1 30,143 87,355 1,123,858

所有株式数割合

（％）
― 29.78 0.34 20.00 15.37 0.00 34.51 100.00 ―

（注）１　自己株式12,709,498株は「個人その他」欄に12,709単元、及び「単元未満株式の状況」欄に498株含めてお

ります。　　
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（７）【大株主の状況】

　 平成25年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ステート ストリート バンク ア

ンド トラスト カンパニー（常任

代理人　香港上海銀行東京支店）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS

02101 U.S.A.

（東京都中央区日本橋３丁目１１－１）

6,779 7.66

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 3,728 4.21

株式会社みずほ銀行 東京都中央区晴海１丁目８－１２ 3,728 4.21

株式会社三井住友銀行　 東京都千代田区丸の内１丁目１－２　 3,728 4.21

日清紡ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋人形町２丁目31－11 2,763 3.12

帝人株式会社 大阪市中央区南本町１丁目６－７ 2,105 2.37

株式会社竹中工務店 大阪市中央区本町４丁目１－１３ 2,000 2.26

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 1,965 2.22

ニッケ従業員持株会 大阪市中央区瓦町３丁目3-10 1,670 1.88

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 1,475 1.66

計 ― 29,942 33.84

（注）１　当社は自己株式12,709千株（14.36％）を保有しております。

２　次の法人から、平成21年12月18日付で大量保有報告書の写しの送付があり、平成21年12月15日現在で以下の

株式を所有している旨報告を受けましたが、当社として当事業年度末現在における実質所有株式数の確認が

できないため、上記大株主の状況には含めておりません。

　　なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。　

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ファースト・イーグル・インベス

トメント・マネジメント・エルエ

ルシー

1345 AVENUE OF THE AMERICAS,

NEW YORK,NY 10105-4300 U.S.A.
7,470 8.44
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成25年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　 12,709,000
―

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 　74,646,000 74,646 同上

単元未満株式 普通株式　　1,123,858 ― ―

発行済株式総数 88,478,858 ― ―

総株主の議決権 ― 74,646 ―

　

②【自己株式等】

　 平成25年11月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

日本毛織㈱
神戸市中央区明石町

47番地
12,709,000 ― 12,709,000 14.36

計 ― 12,709,000 ― 12,709,000 14.36

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号による普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項なし

　

（２）【取締役会決議による取得の状況】

  該当事項なし          

　

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 30,019 20,808

当期間における取得自己株式 5,794 4,290

（注）　当期間における取得自己株式には、平成26年２月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取に

よる株式数は含めておりません。

　

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（千円）

株式数（株）
処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
― ― ― ―

その他（単元未満株式の買増請求による売渡） 940 561 ― ―

保有自己株式数 12,709,498 ― 12,715,292 ―

（注）１　当期間におけるその他（単元未満株式の買増請求による売渡）には、平成26年２月１日から有価証券報告書

提出日までの単元未満株式の買増による株式数は含めておりません。

２　当期間における保有自己株式には、平成26年２月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

及び買増による株式数は含めておりません。

　

３【配当政策】

　当社は、一貫して株主各位の利益を最も重要な課題の一つと考えております。

　配当については、前期と同様に年間一株当たり18円の配当としました。

　次期については、年間一株当たり18円配当を継続することを目標としました。

　内部留保金については、収益力の維持・向上のため、継続的な合理化投資、研究開発投資並びに、成長分野に対す

る積極的な投資に充当する予定であります。

　なお、当社は、原則として、中間配当及び期末配当の年２回の配当を基本としており、中間配当については会社法

第454条第５項に規定する取締役会決議により行うことができる旨を定款に定めており、期末配当については株主総

会の決議によるものとしております。

（注）　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。　

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成25年７月10日

取締役会決議
606 8

平成26年２月26日

定時株主総会決議
757 10
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第179期 第180期 第181期 第182期 第183期

決算年月 平成21年11月 平成22年11月 平成23年11月 平成24年11月 平成25年11月

最高（円） 745 784 789 649 873

最低（円） 479 504 532 513 549

（注）　最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別
平成25年
６月

７月 ８月 ９月 10月 11月

最高（円） 746 800 774 787 780 800

最低（円） 647 697 711 718 712 759

（注）　最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

取締役社長

社長執行役

員　

― 佐　藤　光　由 昭和23年６月８日生

昭和46年４月 当社入社

（注）３ 77

平成14年２月 一宮工場長

平成15年２月 取締役

平成18年２月 取締役執行役員

平成19年２月 取締役常務執行役員

平成21年12月 代表取締役社長社長執行役員

（現）　

取締役

取締役会議

長　

専務執行役員

経営戦略

センター長
瀬　野　三　郎 昭和24年１月18日生

昭和48年４月 当社入社

（注）３ 61

平成13年２月 財務部長

平成16年２月 株式会社ニッケ機械製作所出向

同社常務取締役

平成18年２月 グッドライフ事業本部長補佐

平成19年２月 執行役員グッドライフ事業本部長

平成20年２月

平成24年12月

平成25年２

月　

平成25年６

月　

取締役常務執行役員

取締役専務執行役員（現）

取締役会議長（現）　

芦森工業㈱社外監査役（現）　

取締役

常務執行役

員　

産業機材事業

本部長　
迫　間　　満 昭和31年11月８日生

昭和55年４

月　

当社入社

（注）３ 40

平成15年２月 スクールユニフォーム部長

平成18年２月 執行役員ユニフォーム事業本部本

部長兼スクールユニフォーム部長

平成20年12月

　

平成23年２月

平成24年２

月　

執行役員衣料繊維事業本部副本部

長兼販売第１部長

執行役員衣料繊維事業本部長

取締役常務執行役員（現）

取締役　

常務執行役

員　

　

人とみらい開発

事業本部長

兼

コンシューマー

事業本部長

兼管理部長

兼通信・新規

サービス部長

富 田 一  

弥　
昭和34年４月３日生

昭和59年４

月　

平成19年２

月　

　

平成20年12月

平成21年２

月　

当社入社　

コミュニティサービス事業グルー

プ長

コミュニティサービス事業部長

執行役員コミュニティサービス　

（注）３ 29

　

平成24年12月

　

　

平成25年２

月　

事業部長　

常務執行役員人とみらい開発事業

本部長兼コンシューマー事業本部

長

取締役常務執行役員（現）

取締役

常務執行役

員　

衣料繊維事業

本部長　
島　津　貞　敏 昭和31年５月24日生

昭和55年４

月　

平成18年２

月　

平成24年２

月　

平成25年２

月　

平成25年12

月　

　

平成26年２

月　

当社入社　

ビジネスユニフォーム部長　

人財戦略室長

執行役員人財戦略室長

常務執行役員衣料繊維事業本部長

兼販売第２部長

取締役常務執行役員（現）　
（注）

３　
9
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 ― 竹　村　　治 昭和14年12月７日生

昭和38年４月 大阪商船株式会社入社

（注）３ －

平成５年３月 関西汽船株式会社専務取締役

平成６年６月 株式会社商船三井取締役

平成９年６月 九州急行フェリー株式会社取締役

社長

平成13年６月 第一中央汽船株式会社取締役社長

平成16年６

月　

同社相談役

平成21年２月

平成23年２月

当社社外監査役

当社社外取締役（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 ― 宮 武 健 次 郎 昭和13年２月16日生

昭和36年３月 大日本製薬株式会社（現大日本住

友製薬株式会社）入社

（注）３ －

平成７年６月 同社専務取締役

平成11年６月 同社代表取締役社長

平成17年10月 大日本住友製薬株式会社代表取

締役社長

平成20年６

月　

同社代表取締役会長　

平成23年２月

平成23年６

月　

当社社外取締役（現）

大日本住友製薬株式会社相談役

取締役 ― 大　江　眞　幸 昭和16年12月３日生

昭和39年３月

平成９年５月

平成16年６月

日本生命保険相互会社入社

大阪商業信用組合理事長

新星和不動産株式会社取締役社長 （注）３ －
平成20年２月

平成25年２月

当社社外監査役

当社社外取締役（現）　

常勤監査役 ― 栗　原　信　邦 昭和25年５月16日生

昭和48年４月 当社入社

（注）４ 47

平成15年２月 総務部長兼人事グループ長

平成15年12月 総務部長

平成18年２月 株式会社ナカヒロ取締役社長

平成20年２月

平成24年２

月　

当社取締役常務執行役員

常勤監査役（現）　

常勤監査役　 ― 犬　伏　康　郎 昭和26年２月５日生

昭和48年４

月　

当社入社

（注）５ 32

平成14年２月 一宮工場副工場長兼テキスタイル

事業本部製造部長

平成20年２月 執行役員技術開発部長

平成21年12月 執行役員研究開発センター長

平成22年２月

平成22年５月

　

　

平成23年２月

取締役執行役員

取締役執行役員研究開発センター

長兼研究開発センター第２研究開

発室長

常勤監査役（現）　

監査役 ― 荒　尾　幸　三 昭和21年１月20日生

昭和46年７月 弁護士登録

中筋義一法律事務所（現中之島中

央法律事務所）入所（現）

（注）５ 5

平成18年２月 当社補欠監査役

平成22年６月

　

平成23年２月

平成23年６

月　

南海電気鉄道株式会社社外監査役

（現）

当社社外監査役（現）

株式会社日本触媒社外監査役

（現）　

監査役　 ―
丹 羽 繁 

夫　

昭和23年９月20日

生　

昭和55年４月

平成10年４月

平成12年２

月　

平成15年４月

平成20年９月

　

平成25年２

月　

株式会社日本長期信用銀行入行　

同社法務部長

株式会社コナミ入社 法務部長　

同社執行役員

財団法人日本品質保証機構入構

参与（現）

当社社外監査役（現）　

（注）

６　
―

計 　 303

注１　取締役竹村治・宮武健次郎・大江眞幸は、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」であります。

注２　監査役荒尾幸三・丹羽繁夫は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。

注３　平成26年２月26日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

注４　平成24年２月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

注５　平成23年２月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

注６　定款の定めにより、任期満了前に退任した大江眞幸の任期の満了する時までとなるため、平成25年２月26日開催

の定時株主総会の終結の時から３年間
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注７　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役を選任しております。補欠監査役

の略歴は次のとおりであります。

氏　名 生年月日 略　　歴 所有株式数（千株）

中　瀬　　守 昭和23年10月20日生

昭和55年４月

昭和56年５月

平成３年６月

　

平成17年６月

　

平成22年９月

公認会計士登録

公認会計士中瀬守事務所開業（現）

株式会社シーエスマネジメント設立代表取

締役就任（現）　

株式会社ワオ・コーポレーション社外監査

役（現）

誠光監査法人代表社員（現）

―

注８　当社は、取締役会の意思決定・監督機能の明確化と業務執行機能の強化を図ることにより、経営環境の変化に迅

速に対応するため、執行役員制度を導入しております。取締役を兼務しない執行役員は次のとおりであります。

役　名 氏　名 職　名

常務執行役員　 藤 原   典 研究開発センター長、芦森工業㈱社外取締役　

執行役員 萩　原　　修 コンシューマー事業本部生活流通事業部長

執行役員 宇　野　友　則 人とみらい開発事業本部開発事業部長兼本店長

執行役員 山　本　唯　義 衣料繊維事業本部製造統括兼製造部長

執行役員 大　藪　宏　昌　 衣料繊維事業本部システム部長、㈱ナカヒロ常務取締役　

執行役員　 山　口　純　弘　 衣料繊維事業本部印南工場長　

執行役員 鷲　根　成　行　　 アンビック㈱代表取締役社長　
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

　当社は、経営の効率化、透明性を向上させ、ステークスホルダーの期待に応え、企業価値の増大を図ることを

コーポレート・ガバナンスの基本方針としております。

　当社はこれまでに経営統治機構の諸改革として、取締役会議長の選出順位を代表権を持たない取締役優先に変

更、取締役数の削減、取締役任期の１年への短縮、アドバイザリーボードの設置、役員退職金制度の廃止を実施

しております。また、経営のスピード化を目的とした執行役員制度を導入し、取締役会をスリム化し、さらに社

外取締役を加えた透明性のある経営に努めております。

①企業統治の体制

(a)企業統治の体制の概要とその体制を採用する理由

　当社は、取締役会と監査役会で業務執行の監督及び監査を行っております。また、代表取締役の業務執行の

強化や迅速性を支援するための機関として「グループ経営会議」を設置しております。

　取締役会は、取締役８名（うち社外取締役３名）で構成され、毎月開催しており、経営の方針、重要な業務

執行その他法定の事項について決定を行うとともに、業務執行の監督を行っております。

　アドバイザリーボードは、委員６名（うち社外委員３名）で構成され、指名・報酬委員会業務及び代表取締

役からの諮問業務を行っており、定例会合は年２回実施しております。

　グループ経営会議は、執行役員、常勤監査役、各事業部門長及びグループ本社部門長等で構成され、毎月２

回以上開催しております。

　監査役会は、監査役４名（うち社外監査役２名）で構成され、毎月開催しており、ガバナンスのあり方と運

営状況を監視し、取締役を含めた経営の日常活動の監視を行っております。監査役は、取締役会他重要な会議

等への出席、取締役からの聴取、重要な決裁書類等の閲覧を通じ、取締役会の意思決定の過程及び取締役の業

務執行状況について監査しております。

　当社は、以上のような業務執行体制及び経営監視体制によりガバナンスの有効性は確保されているものと判

断しております。　　

　

(b)内部統制システムの整備の状況

　当社は、「内部統制システム構築の基本方針」を下記のとおり決議しております。

　

　当社は、会社法および会社法施行規則に基づく「内部統制システム構築の基本方針」を、経済・社会の情勢

を十分に考慮して、下記のとおり決議、運用しております。さらに、変化する環境を睨みながら、内部統制シ

ステムそのものの継続的な改善を図り、より適正かつ効率的な体制を維持いたします。また、毎期末に既存の

内部統制システムの評価を行い、適切に運用されていることを確認して、その結果を取締役会へ報告しており

ます。　

1) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

ⅰ)取締役会は、「取締役会規則」に取締役会付議・報告基準を制定し、当該付議・報告基準に則り会社の

業務執行を決定する。

ⅱ)社外取締役を招聘し、取締役会が適法に行われていることを独立的な立場から監督する。

ⅲ)代表取締役からの諮問を受け、指名・報酬その他の業務を行う機関として、社外独立者が半数を占める

「アドバイザリーボード」を設置する。

ⅳ)取締役の職務執行状況は、監査基準および監査計画に基づき監査役の監査を受ける。

ⅴ)「企業倫理規範」、「企業行動基準」を制定し、社内イントラネットおよび当社ホームページに掲載し

て社内外に公開する。全取締役および使用人は配布された「企業倫理ハンドブック」を熟読し、これを遵

守することを誓約する。全取締役は率先してグループ全体の法令遵守を推進する。

ⅵ)「リスク管理委員会」を設置し、グループ全体のコンプライアンスを含めたリスク管理体制を組織す

る。当委員会の委員長には担当役員を任命する。また、当委員会の下に、グループ本社部門、各事業部門

および各グループ会社に「各リスク管理委員会」を組織し、全従業員に対し周知徹底とモニタリングを行

う。

ⅶ)監査役および内部監査室長を窓口とした社内通報制度を設け、内部監視体制を強化する。

ⅷ)市民社会の秩序や安全に脅威を与え、企業活動にも障害となる反社会的勢力に対しては、毅然とした姿

勢をもって対応する。警察等外部の関係機関と緊密な連携を構築するとともに、社内関係部門を中心とし

て組織的に関係遮断を徹底する。

ⅸ)金融商品取引法に基づく財務報告の信頼性を担保するための体制を整備し、有効かつ効率的な運用を行

うとともに、その運用の評価および改善を行う。 　
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2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

ⅰ)株主総会議事録、取締役会議事録については、法令および「取締役会規則」に則り、保存および管理す

る。

ⅱ)グループ経営会議議事録、議案書等の職務執行に係る文書は電磁的媒体に記録し、各文書ごとに閲覧権

限を与え、保存および管理する。

ⅲ)取締役の職務執行に係わる情報の作成・保存・管理状況について、監査役の監査を受ける。

　

3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ⅰ)「リスク管理規程」を制定し、重大な影響を与えるリスクへの即応体制を整備する。

ⅱ)コンプライアンスリスク、品質・安全リスク、環境・災害リスク、市場リスク、信用リスク、投資リス

ク、カントリーリスク等の事業リスクの未然防止のため、全社横断的な組織として、「リスク管理委員

会」を設置し、それぞれのリスクに対しリスク主管部門が専門的な立場からリスクの未然防止活動を実施

する。

ⅲ)「リスク管理委員会」の委員長に担当役員を任命し、委員長に任命された担当役員は、重大な影響を与

えるリスクの予兆が発生した場合には取締役会に報告する。

ⅳ)有事の際には、社長を本部長とする「緊急対策本部」を設置し、危機管理対策にあたる。

　

4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ⅰ)取締役会において、的確な意思決定ができるよう社外取締役を招聘し、適正な取締役員数をもって構成

する。

ⅱ)執行役員制度を導入し、監督と業務執行機能を分離し、業務執行の迅速化を図る。

ⅲ)代表取締役の業務執行の強化と迅速性を支援するため、執行役員、常勤監査役、各事業部門長およびグ

ループ本社部門長等から構成されたグループ経営会議を毎月２回以上開催する。

ⅳ)各事業部門長に執行役員等を任命し、毎月１回以上、事業部門経営会議を開催し、効率的な事業部門運

営を行う。

ⅴ)全社、事業部門毎に、中期計画、年度計画、月次計画を策定し、毎月グループ経営会議で結果をレ

ビューし、目標達成に向けた諸施策を実行する。

　

5) 当社およびそのグループ各社における業務の適正を確保するための体制

ⅰ)グループ各社は当社各事業部門管理下のもと統制され、経営目標に対し、毎月営業報告を作成し定期的

な経営報告会を通じて結果のレビューを行う。

ⅱ)各事業部門からグループ会社に監査役を派遣し、業務の適正を確保するための体制を監査する。

ⅲ)ニッケグループ全体のコンプライアンス体制の強化のため、「リスク管理委員会」の下部組織として

「各リスク管理委員会」を組織し、周知徹底を図る。

ⅳ)定期的に監査役、内部監査人、会計監査人は、業務監査・会計監査を行う。

 

6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項および当

該使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役から職務を補助すべき使用人を置くことを求められた場合、監査役を補助すべき使用人を置くことと

する。また当該使用人は、監査役から監査業務に必要な命令を受けた場合は、取締役からの指揮命令、制約を

受けないものとする。 

　

7) 監査役への報告体制およびその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

ⅰ)取締役および執行役員、使用人、会計監査人は、各監査役からの要請に応じ、職務執行に関する事項を

報告する。

ⅱ)監査役は取締役会の他、グループ経営会議等重要な会議へ出席し、取締役からの報告を聴取する。また

重要な決裁書類等の閲覧をすることができる。

ⅲ)代表取締役は監査役と定期的に会合をもち、会社が対処すべき課題、監査役監査の環境整備の状況、監

査上の重要課題等について意見を交換し、併せて必要と判断される要請を受けるなど、監査役との相互認

識を深めるよう努めるものとする。

ⅳ)全従業員は、社内通報窓口を利用して、直接監査役に内部通報ができる体制とする。
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(c)リスク管理体制の整備の状況

　包括的にリスク管理を行うため、「リスク管理委員会」を設置し、コンプライアンス状況や各リスク分析に

もとづく今後の対策を検討のうえ実施しております。また、社内通報制度の整備を行い、社内に相談窓口を２

ルート設置しております。

　

(d)責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、社外取締役及び社外監査役との間で、会社法第423条第１

項の賠償責任について法令の定める要件に該当する場合には、賠償責任を限定する契約を締結することができ

る旨を定款で定め、当該契約を締結しております。なお、当該契約に基づく賠償責任の限度は法令に定める最

低責任限度額としております。

　

②内部監査及び監査役監査の状況　

　当社の内部監査組織である内部監査室（人員４名）は、内部統制に必要な監査を実施しております。

　内部監査は、すべての部門、重要な子会社等において業務監査及び制度監査を実施しており、監査役と連携

の上、業務の改善の指導を行っております。

　監査役会は、監査役４名（うち社外監査役２名）で構成され、常勤監査役は、繊維業界における豊富な経験

と知識を有しております。また、社外監査役は他社での豊富な経営経験や専門的知見を有するものでありま

す。監査役は、取締役会他重要な会議等への出席、取締役からの聴取、重要な決裁書類等の閲覧を通じ、取締

役会の意思決定の過程及び取締役の業務執行状況について監査しております。

　会計監査は、大阪監査法人に依頼しており、会社法監査及び金融商品取引法監査を受けております。当社監

査役会と会計監査人は、定期的に情報・意見交換を行い、監査結果の報告を受けるなど緊密に連携をとってお

ります。　

　

③会計監査の状況

　公認会計士監査は、大阪監査法人に依頼しております。当期業務を執行した公認会計士の概要は次の通りであ

ります。

業務を執行した公認会計士の氏名

　業務執行社員　公認会計士：宮本　富雄、安岐　浩一

補助者の構成

　公認会計士　８名　　その他　１名 

　

④社外取締役および社外監査役との関係　

　社外取締役（３名）は定例の取締役会に出席し、他社での豊富な経営経験等に基づき、必要に応じ発言を行って

おります。

　社外監査役（２名）は定例の取締役会及び監査役会に出席し、必要に応じ専門的知見に基づいて発言を行ってお

ります。

　社外取締役および社外監査役と当社との間には、人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係（社外

取締役および社外監査役が他の会社等の役員若しくは使用人である、又は役員若しくは使用人であった場合におけ

る当該他の会社等と当社の関係を含む）はなく、当社に対して完全に独立した立場にあります。

　また、当社は社外役員を選任するための独立性に関する基準または方針として明確に定めたものはありません

が、その選任に際しては、経歴や当社との関係を踏まえて、当社経営陣から独立した立場で社外役員としての職務

を遂行できる十分な独立性が確保できることを個別に判断しております。　
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⑤役員報酬等

(a)役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる
役員の員数
（人）基本報酬 賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く。）
151 130 20 － 6

監査役

（社外監査役を除く。）
32 32 － － 2

社外役員 15 15 － － 7

(注) １． 報酬等の総額には、当事業年度に係る取締役賞与の見込額14百万円を含んでおります。

　 　２． 報酬等の総額には、平成25年２月26日開催の第182回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役

２名、監査役１名を含んでおります。なお、取締役 大江眞幸氏は、第182回定時株主総会終結の時

をもって監査役を退任した後、取締役に就任したため、支給額と員数につきましては、監査役在任

期間は監査役に、取締役在任期間は取締役にそれぞれ記載しております。

　　　

(b)提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者がないため、記載しておりません。

　

(c)役員の報酬等の額の決定に関する方針

　株主総会で決定する報酬限度額内で経済環境及び業績等を勘案し、アドバイザリーボードへの諮問を経て、取

締役の報酬は取締役会の決議により決定し、監査役の報酬は監査役会の協議で決定しております。

 なお、平成19年２月27日開催の定時株主総会において、取締役の報酬限度額は年額200百万円以内、監査役の報

酬限度額は、年額60百万円以内と決議しております。

　

(d)退職慰労金の支給について

　退職慰労金は支給しておりません。

　

⑥取締役の定数

　当社の取締役は、８名以内とする旨を定款に定めております。

　

⑦取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、及び、累積投票によらない旨を定款に定めております。

　

⑧取締役会において決議することができる株主総会決議事項

(a)自己株式の取得

当社は、経済情勢の変化に対応して経営諸施策を機動的に遂行するため、会社法第165条第２項の規定によ

り、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定めております。

 (b)中間配当

当社は、機動的な株主還元を実施するため、会社法第454条第５項の規定により、毎年５月31日を基準日と

して、取締役会の決議によって、株主または登録株式質権者に対し、中間配当を行うことができる旨を定めて

おります。

 　　

⑨株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を目的として、会社法第309条第２項の定めによるべき株主総会の決議は、議

決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上を

もって行う旨を定めております。
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　⑩株式の保有状況

　(a)保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数 74銘柄

貸借対照表計上額の合計額  17,167 百万円

　

(b)保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

前事業年度

　特定投資株式　

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー
プ　

5,216,740　 1,898　 取引銀行との関係の維持・強化

㈱みずほフィナンシャルグループ　 9,835,033　 1,249　 取引銀行との関係の維持・強化

日清紡ホールディングス㈱ 2,282,000　 1,195　 事業上の関係の維持・強化

㈱三井住友フィナンシャルグループ　 386,100　 965　 取引銀行との関係の維持・強化

丸紅㈱　 1,762,000　 935　 事業上の関係の維持・強化

東京建物㈱　 1,400,725　 460　 事業上の関係の維持・強化

㈱京都銀行 568,242　 393　 取引銀行との関係の維持・強化

千代田インテグレ㈱ 385,200　 321　 事業上の関係の維持・強化

東レ㈱ 513,000　 240　 事業上の関係の維持・強化

帝人㈱ 1,329,901　 232　 事業上の関係の維持・強化

青山商事㈱ 138,200　 201　 事業上の関係の維持・強化

Ｊ．フロント リテイリング㈱　 499,800　 195　 事業上の関係の維持・強化

川西倉庫㈱ 380,000　 193　 事業上の関係の維持・強化

㈱オンワードホールディングス　 291,758　 170　 事業上の関係の維持・強化

㈱ダイドーリミテッド　 350,000　 163　 事業上の関係の維持・強化

レンゴー㈱　 200,000　 78　 事業上の関係の維持・強化

タキヒョー㈱ 142,560　 57　 事業上の関係の維持・強化

東日本旅客鉄道㈱　 10,000　 53　 事業上の関係の維持・強化

㈱滋賀銀行　 100,000　 52　 取引銀行との関係の維持・強化

㈱髙島屋 100,000　 50　 事業上の関係の維持・強化

芦森工業㈱　 469,000　 47　 事業上の関係の維持・強化

東京海上ホールディングス㈱　 22,090　 46　 事業上の関係の維持・強化

㈱日阪製作所　 68,000　 44　 事業上の関係の維持・強化

西日本旅客鉄道㈱　 10,000　 33　 事業上の関係の維持・強化

㈱山口フィナンシャルグループ　 45,000　 31　 取引銀行との関係の維持・強化

㈱りそなホールディングス　 75,032　 25　 取引銀行との関係の維持・強化

三井住友トラスト・ホールディングス
㈱　

　100,941 24　 取引銀行との関係の維持・強化

長瀬産業㈱　 24,684　 21　 事業上の関係の維持・強化

住友化学㈱　 80,000　 18　 事業上の関係の維持・強化

㈱愛知銀行　 4,100　 17　 取引銀行との関係の維持・強化
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当事業年度　

　特定投資株式　

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー
プ　

5,216,740　 3,349 取引銀行との関係の維持・強化

㈱みずほフィナンシャルグループ　 9,835,033　 2,094　 取引銀行との関係の維持・強化

日清紡ホールディングス㈱ 2,282,000　 1,994　 事業上の関係の維持・強化

㈱三井住友フィナンシャルグループ　 386,100　 1,916　 取引銀行との関係の維持・強化

東京建物㈱　 1,400,725　 1,343　 事業上の関係の維持・強化

丸紅㈱　 1,762,000　 1,310　 事業上の関係の維持・強化

千代田インテグレ㈱ 385,200　 721　 事業上の関係の維持・強化

㈱京都銀行 568,242　 493　 取引銀行との関係の維持・強化

Ｊ．フロント リテイリング㈱ 499,800　 385　 事業上の関係の維持・強化

青山商事㈱ 138,200　 363　 事業上の関係の維持・強化

東レ㈱ 513,000　 348　 事業上の関係の維持・強化

倉敷紡績㈱　 1,762,000　 310　 事業上の関係の維持・強化

帝人㈱ 1,329,901　 297　 事業上の関係の維持・強化

㈱オンワードホールディングス 291,758　 232　 事業上の関係の維持・強化

川西倉庫㈱ 380,000　 224　 事業上の関係の維持・強化

㈱ダイドーリミテッド　 350,000　 221　 事業上の関係の維持・強化

㈱日阪製作所 184,000　 168　 事業上の関係の維持・強化

レンゴー㈱　 200,000　 105　 事業上の関係の維持・強化

㈱髙島屋 100,000　 95　 事業上の関係の維持・強化

㈱愛知銀行　 20,700　 95　 取引銀行との関係の維持・強化

東日本旅客鉄道㈱ 10,000　 84　 事業上の関係の維持・強化

東京海上ホールディングス㈱ 22,090　 73　 事業上の関係の維持・強化

㈱百十四銀行　 179,000　 66　 取引銀行との関係の維持・強化

タキヒョー㈱ 142,560　 57　 事業上の関係の維持・強化

㈱滋賀銀行　 100,000　 53　 取引銀行との関係の維持・強化

三井住友トラスト・ホールディングス㈱ 100,941　 49　 取引銀行との関係の維持・強化

西日本旅客鉄道㈱ 10,000 44　 事業上の関係の維持・強化

㈱山口フィナンシャルグループ　 45,000　 42　 取引銀行との関係の維持・強化

㈱りそなホールディングス　 75,032　 38　 取引銀行との関係の維持・強化

稲畑産業㈱　 30,000　 31　 事業上の関係の維持・強化

　

　(c)保有目的が純投資目的である投資株式

　　　　該当事項はありません。　
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬（百万円）

非監査業務に
基づく報酬（百万円）

監査証明業務に
基づく報酬（百万円）

非監査業務に
基づく報酬（百万円）

提出会社 34 3 34 2

連結子会社 － － － －

計 34 3 34 2

　

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

　当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務は、Ｍ＆Ａ案件に係る財務デューデリジェン

ス（買収前調査）であります。

　

（当連結会計年度）　

　当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務は、Ｍ＆Ａ案件に係る財務デューデリジェン

ス（買収前調査）であります。

　

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありませんが、報酬を決定するに際しては、会社の規模・特性、監査日数・内容等を勘案して監査

法人と協議し決定します。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

　

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

　

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成24年12月１日から平成25年11月

30日まで）及び事業年度（平成24年12月１日から平成25年11月30日まで）の連結財務諸表及び財務諸表について大阪

監査法人により監査を受けております。

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて　

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法

人財務会計基準機構へ加入し、経理部門を中心にセミナーへ参加するなど情報収集や経理担当者の知識・技術の向上

に取組んでおります。　
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年11月30日)

当連結会計年度
(平成25年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金
※3 13,489 ※3 11,936

受取手形及び売掛金 22,260
※4 22,818

商品及び製品 15,193 15,217

仕掛品 6,545 7,172

原材料及び貯蔵品 2,145 2,648

繰延税金資産 1,177 1,226

その他 4,546 5,050

貸倒引当金 △142 △81

流動資産合計 65,215 65,988

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額）
※3 22,565 ※3 23,304

機械装置及び運搬具（純額） 3,073 5,847

土地
※3 7,386 ※3 7,515

建設仮勘定 364 2,431

その他（純額） 583 599

有形固定資産合計
※1 33,973 ※1 39,697

無形固定資産

のれん 321 244

その他 339 377

無形固定資産合計 661 622

投資その他の資産

投資有価証券
※2, ※3 12,341 ※2, ※3 21,296

長期貸付金 317 211

破産更生債権等 89 112

長期前払費用 225 312

前払年金費用 2,610 2,293

繰延税金資産 405 363

その他
※2 2,091 ※2 2,159

貸倒引当金 △139 △127

投資その他の資産合計 17,942 26,622

固定資産合計 52,577 66,942

資産合計 117,792 132,931
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年11月30日)

当連結会計年度
(平成25年11月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 10,415
※4 11,498

短期借入金
※3 10,775 ※3 12,872

1年内償還予定の社債 162 50

未払法人税等 866 630

繰延税金負債 38 －

引当金 435 485

その他
※3 7,433 ※3 6,380

流動負債合計 30,126 31,917

固定負債

社債 50 －

長期借入金
※3 4,989 ※3 7,756

繰延税金負債 1,219 4,775

退職給付引当金 3,039 3,025

役員退職慰労引当金 85 100

長期預り敷金保証金
※3 7,700 7,362

資産除去債務 337 337

その他 196 169

固定負債合計 17,619 23,527

負債合計 47,746 55,445

純資産の部

株主資本

資本金 6,465 6,465

資本剰余金 4,543 4,543

利益剰余金 65,432 67,402

自己株式 △7,574 △7,613

株主資本合計 68,867 70,798

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 522 5,176

繰延ヘッジ損益 18 64

為替換算調整勘定 △196 550

その他の包括利益累計額合計 343 5,791

少数株主持分 835 895

純資産合計 70,046 77,485

負債純資産合計 117,792 132,931
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年12月１日
　至　平成24年11月30日)

当連結会計年度
(自　平成24年12月１日
　至　平成25年11月30日)

売上高 97,357 97,677

売上原価
※2, ※7 74,877 ※2, ※7 75,331

売上総利益 22,480 22,346

販売費及び一般管理費
※1, ※2 17,142 ※1, ※2 16,749

営業利益 5,337 5,596

営業外収益

受取利息 92 108

受取配当金 267 364

為替差益 84 353

持分法による投資利益 134 －

その他 262 334

営業外収益合計 841 1,160

営業外費用

支払利息 220 188

持分法による投資損失 － 98

その他 557 446

営業外費用合計 777 733

経常利益 5,401 6,023

特別利益

固定資産売却益
※3 1,834 －

投資有価証券売却益 63 －

補償金収入
※4 1,465 －

負ののれん発生益 325 582

特別利益合計 3,689 582

特別損失

固定資産売却損 36 －

固定資産処分損 － 40

投資有価証券売却損 42 －

投資有価証券評価損 405 203

抱合せ株式消滅差損 31 116

減損損失 7 54

事業構造改善費用
※5 1,654 ※5 808

退職給付信託の一部返還に伴う影響額
※6 1,799 －

特別損失合計 3,978 1,222

税金等調整前当期純利益 5,113 5,384

法人税、住民税及び事業税 1,232 1,103

法人税等調整額 480 852

法人税等合計 1,712 1,955

少数株主損益調整前当期純利益 3,401 3,428

少数株主利益 139 81

当期純利益 3,261 3,346
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【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成23年12月１日
　至　平成24年11月30日)

当連結会計年度
(自　平成24年12月１日
　至　平成25年11月30日)

少数株主損益調整前当期純利益 3,401 3,428

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 430 4,696

繰延ヘッジ損益 11 46

為替換算調整勘定 192 655

持分法適用会社に対する持分相当額 △16 95

その他の包括利益合計
※1 618 ※1 5,494

包括利益 4,019 8,922

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 3,862 8,791

少数株主に係る包括利益 156 130
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年12月１日
　至　平成24年11月30日)

当連結会計年度
(自　平成24年12月１日
　至　平成25年11月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 6,465 6,465

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,465 6,465

資本剰余金

当期首残高 4,544 4,543

当期変動額

自己株式の処分 △0 0

当期変動額合計 △0 0

当期末残高 4,543 4,543

利益剰余金

当期首残高 63,542 65,432

当期変動額

剰余金の配当 △1,366 △1,364

当期純利益 3,261 3,346

連結範囲の変動 △4 △12

当期変動額合計 1,890 1,970

当期末残高 65,432 67,402

自己株式

当期首残高 △7,514 △7,574

当期変動額

自己株式の取得 △65 △20

自己株式の処分 5 0

持分法適用会社に対する持分変動に伴う
自己株式の増減

－ △18

当期変動額合計 △60 △38

当期末残高 △7,574 △7,613

株主資本合計

当期首残高 67,037 68,867

当期変動額

剰余金の配当 △1,366 △1,364

当期純利益 3,261 3,346

自己株式の取得 △65 △20

自己株式の処分 5 0

持分法適用会社に対する持分変動に伴う
自己株式の増減

－ △18

連結範囲の変動 △4 △12

当期変動額合計 1,829 1,931

当期末残高 68,867 70,798
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年12月１日
　至　平成24年11月30日)

当連結会計年度
(自　平成24年12月１日
　至　平成25年11月30日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 112 522

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

409 4,653

当期変動額合計 409 4,653

当期末残高 522 5,176

繰延ヘッジ損益

当期首残高 6 18

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

11 46

当期変動額合計 11 46

当期末残高 18 64

為替換算調整勘定

当期首残高 △367 △196

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

170 747

当期変動額合計 170 747

当期末残高 △196 550

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △248 343

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

592 5,447

当期変動額合計 592 5,447

当期末残高 343 5,791

少数株主持分

当期首残高 853 835

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △18 60

当期変動額合計 △18 60

当期末残高 835 895

純資産合計

当期首残高 67,642 70,046

当期変動額

剰余金の配当 △1,366 △1,364

当期純利益 3,261 3,346

自己株式の取得 △65 △20

自己株式の処分 5 0

持分法適用会社に対する持分変動に伴う自己
株式の増減

－ △18

連結範囲の変動 △4 △12

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 573 5,507

当期変動額合計 2,403 7,439

当期末残高 70,046 77,485
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年12月１日
　至　平成24年11月30日)

当連結会計年度
(自　平成24年12月１日
　至　平成25年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 5,113 5,384

減価償却費 3,505 3,383

のれん償却額 82 93

減損損失 7 54

負ののれん発生益 △325 △582

補償金収入 △1,465 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 52 △77

退職給付引当金の増減額（△は減少） △184 △53

前払年金費用の増減額（△は増加） 1,220 317

受取利息及び受取配当金 △359 △472

支払利息 220 188

持分法による投資損益（△は益） △134 98

投資有価証券売却損益（△は益） △20 △13

投資有価証券評価損益（△は益） 405 203

固定資産売却損益（△は益） △1,797 1

固定資産除却損 445 218

売上債権の増減額（△は増加） △53 △291

たな卸資産の増減額（△は増加） △413 △603

仕入債務の増減額（△は減少） △35 824

その他 59 △2,078

小計 6,322 6,594

利息及び配当金の受取額 377 666

補償金の受取額 860 308

利息の支払額 △218 △187

法人税等の支払額 △1,944 △1,502

法人税等の還付額 － 299

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,397 6,180

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △100 △1,605

定期預金の払戻による収入 － 1,706

有価証券の償還による収入 503 －

固定資産の取得による支出 △4,268 △8,758

固定資産の売却による収入 1,367 146

投資有価証券の取得による支出 △863 △561

投資有価証券の売却及び償還による収入 628 745

関係会社株式の取得による支出 － △1,422

関係会社株式の売却による支出 △121 －

関係会社出資金の取得による支出 △613 △106

連結の範囲の変更を伴う関係会社株式の取得に
よる支出

－ △60

連結の範囲の変更を伴う関係会社株式の取得に
よる収入

126 3

貸付けによる支出 △419 △723

貸付金の回収による収入 199 650

その他 △179 △118

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,740 △10,104
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年12月１日
　至　平成24年11月30日)

当連結会計年度
(自　平成24年12月１日
　至　平成25年11月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,784 1,944

長期借入れによる収入 5,510 3,330

長期借入金の返済による支出 △798 △1,062

社債の償還による支出 △249 △162

自己株式の売却による収入 5 0

自己株式の取得による支出 △65 △20

長期預り敷金・保証金の受入による収入 1,105 276

長期預り敷金・保証金の返還による支出 △821 △691

配当金の支払額 △1,368 △1,364

その他 △26 △92

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,505 2,158

現金及び現金同等物に係る換算差額 72 125

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,235 △1,640

現金及び現金同等物の期首残高 10,247 13,525

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 50 102

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △7 －

現金及び現金同等物の期末残高
※1 13,525 ※1 11,986
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１　連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　43社

　主要な連結子会社名は「第１　企業の概況」の４　関係会社の状況に記載しているため省略しており

ます。

　なお、当連結会計年度より、安碧克（上海）貿易有限公司およびゴーセン・タイランド社は、重要性

が増したため、㈱ニットーファミリーは、株式を追加取得したため、㈱ツキネコは、株式を取得したた

め、それぞれ連結の範囲に追加しております。

(2) 非連結子会社（ニッケ・タイランド社ほか）は、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）からみて、いずれも小規模であり、かつ、全体としても連結財

務諸表に重要な影響を及ぼさないため連結の範囲から除外しております。

２　持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の非連結子会社数　２社

　会社名は、南海ニッケ・トレンガヌ社及び南海ニッケ・マレーシア社であります。

(2) 持分法適用の範囲の変更

　㈱ニットーファミリーは、株式の追加取得により連結の範囲に含めたため、持分法適用の範囲から除

外しております。また、株式を取得したため、芦森工業㈱を持分法適用の範囲に追加しております。　

(3）持分法適用の関連会社数　３社

　主要な会社名は、芦森工業㈱であります。

(4）前項以外の非連結子会社９社（ニッケ・タイランド社ほか）関連会社２社（烟台双洋体育用品有限公司

ほか）については当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）からみて、いずれ

も小規模であり、かつ、全体としても連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため持分法の適用から除

外しております。　　　　　　　

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、佐藤産業㈱の決算日は８月31日であります。㈱ニッケ・アミューズメント、双洋貿易

㈱、㈱ジーシーシー、ニッケアウデオＳＡＤ㈱、㈱ニッケ・ケアサービス、㈱ニッケインドアテニス、㈱

ニッケレジャーサービス、ニッケ商事㈱、㈱ニッケ物流、㈱友栄、㈱ニットーファミリー、㈱ツキネコの決

算日は９月30日であります。南海毛糸紡績㈱の決算日は10月31日であります。

　連結財務諸表作成にあたっては、上記決算日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を行っております。

　ニッケポートフィリップスカーリング社の決算日は６月30日であるため連結決算日現在で仮決算を行って

おります。また、日毛（上海）貿易有限公司、江陰日毛紡績有限公司、江陰日毛印染有限公司、青島日毛織

物有限公司、江陰安碧克特種紡織品有限公司、安碧克（香港）有限公司、安碧克（上海）貿易有限公司、日

毛（上海）管理有限公司、上海高繊制紐有限公司の決算日は12月31日であるため連結決算日現在で仮決算を

行っております。

４　会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

Ａ　たな卸資産

商品、製品、原材料、貯蔵品

…主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）により評価しております。

仕掛品…総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により

評価しております。

販売用土地

     …個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により評

価しております。　
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Ｂ　有価証券

満期保有目的の債券

…償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの

…株式については期末日前１ヶ月の市場価格の平均等、それ以外については期末日の市場価格

等に基づく時価法。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定しております。）

時価のないもの

…移動平均法による原価法

Ｃ　デリバティブ

…時価法

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

Ａ　有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は、主として定率法によっております。ただし、平成10年度下半期以降に取

得した建物（建物附属設備を除く。）については、定額法によっております。在外連結子会社は定額法

によっております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ８年～39年

機械装置及び運搬具 ３年～17年

Ｂ　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。　

　ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

Ｃ　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　ただし、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につ

いては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。　

(3）重要な引当金の計上基準

Ａ　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

Ｂ　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（14年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生した翌連結会計年度から費用処理することとし

ております。また、過去勤務債務はその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）

による定額法により処理しております。　

Ｃ　役員退職慰労引当金

　連結子会社の役員等の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規定等に基づく期末要支給額

を計上しております。

(4）重要な外貨建資産負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外連結子会社の資産及び負債は連結決算日の直物為替相場により、収益及び費

用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における少数株主持分及び為替換算調整

勘定に含めております。

(5）重要な収益及び費用の計上基準

Ａ　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事　

　　　工事進行基準（工事の進捗率の見積もりは原価比例法）

Ｂ　その他の工事

　　　工事完成基準
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(6）重要なヘッジ会計の方法

Ａ　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当

処理を、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理を採用しております。また、

連結会社間取引をヘッジ対象としている為替予約取引については、時価評価を行い、評価差額を当連結

会計年度の損益として処理しております。

Ｂ　ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

為替予約
製品輸出による外貨建売上債権、原材料輸入による外貨建買入債務及び外貨建

予定取引　　

通貨オプション

金利スワップ取

引　

外貨建予定取引

借入金　

Ｃ　ヘッジ方針

　通常の営業過程における外貨建実需取引の為替相場変動リスクを軽減する目的で為替予約・通貨オプ

ション取引を行っております。また、借入金に係る金利変動リスクを軽減する目的で金利スワップ取引

を行っております。

Ｄ　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつ、ヘッジ開始時及びその後も継続

して相場変動又はキャッシュ・フロー変動を相殺するものと想定することができるため、ヘッジ有効性

の判定は省略しております。金利スワップについては特例処理の要件を満たしているため有効性の評価

を省略しております。

(7）のれんの償却に関する事項

　のれんは、原則として５年間で均等償却することとしております。　

(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲　

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(9) 消費税等の会計処理　

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

  

（会計方針の変更）

（減価償却方法の変更）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、新規に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これによる当連結会計年度の損益への影響は軽微であります。　 

　　

（未適用の会計基準等）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日）及び「退職給付に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日）

(1)概要

　財務報告を改善する観点及び国際的な動向を踏まえ、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の処理方

法、退職給付債務及び勤務費用の計算方法並びに開示の拡充を中心に改正されたものであります。

(2)適用予定日

　平成25年12月１日以後開始する連結会計年度の期末から適用を予定しております。

(3)当該会計基準等の適用による影響

　当該会計基準等の適用が連結財務諸表に与える影響につきましては、現在評価中であります。
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（表示方法の変更）

　（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において、「流動負債」の「その他」に含めていた「引当金」は、重要性が増したため、当連結

会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸

表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」の「その他」に表示していた7,868百万円

は、「引当金」435百万円、「その他」7,433百万円として組替えております。

　　

　（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「為替差益」は、営業外収入の総額の100

分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、

前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。　

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた347百万円

は、「為替差益」84百万円、「その他」262百万円として組替えております。　　

　

（会計上の見積りの変更）

　該当事項はありません。　

　

（追加情報）

　該当事項はありません。

　　

（連結貸借対照表関係）

　

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償却累計額

　
前連結会計年度

（平成24年11月30日）
当連結会計年度

（平成25年11月30日）

　 77,655百万円 77,488百万円

　　

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年11月30日）
当連結会計年度

（平成25年11月30日）

投資有価証券（株式）

その他（出資金）　

600百万円

695      

2,351百万円

648      

　

※３　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年11月30日）
当連結会計年度

（平成25年11月30日）

現金及び預金 14 （－）百万円 14 （－）百万円

建物及び構築物 508（422）      　　　　　　 487（404）      　　　　　　

土地

投資有価証券　

240 （41）      

411 （－）      

234 （36）      

725 （－）      

計 1,174（464）      1,166（441）      

　

　担保付債務は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年11月30日）
当連結会計年度

（平成25年11月30日）

短期借入金　

長期借入金（１年内返済分含む）

800 　（－）百万円

 3,692（3,692）      　

1,485 　（－）百万円

 2,964（2,964）      　

長期預り敷金保証金（１年内返還分含む） 96  （96）      －  （－）      

計 4,589（3,789）      4,450（2,964）      

　上記のうち、（　）内書は工場財団抵当並びに当該債務を示しております。
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※４　連結会計年度末満期手形　

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当連結会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年

度末残高に含まれております。

　
前連結会計年度

（平成24年11月30日）
当連結会計年度

（平成25年11月30日）

受取手形 － 百万円 550 百万円

支払手形 －       　　　　　　 694       　　　　　　

　　

（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（自　平成23年12月１日
至　平成24年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

給料　 5,606百万円 5,556百万円

従業員賞与　 1,195 1,189

退職給付費用　 663 588

運賃・保管料

減価償却費　

1,151

465

1,001

445

広告宣伝費　 885 830

販売見本費　 527 365

　

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

前連結会計年度
（自　平成23年12月１日
至　平成24年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

792百万円 759百万円

　

※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成23年12月１日
至　平成24年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

土地（加古川市）売却益　 1,834百万円 　 －      

　

※４　固定資産（土地）の売却に伴う既存施設の移転補償等であります。

　　

※５　事業構造改善費用の内容は次のとおりであります。　

前連結会計年度
（自　平成23年12月１日
至　平成24年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

固定資産除却損　 393百万円 固定資産除却損　 168百万円

移設撤去費用　 423      移設撤去費用　 218      

関係会社整理損等　 786      関係会社事業整理損等　 420      

その他　 49      －　 －      

計 1,654      計 808      

　　

※６　退職給付信託の一部返還に伴う未認識数理差異（不利差異）の一括償却額であります。

　　

※７　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。

前連結会計年度
（自　平成23年12月１日
至　平成24年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

△159百万円 320百万円
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（連結包括利益計算書関係）

※１  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額　　

　
前連結会計年度

（自　平成23年12月１日
至　平成24年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

その他有価証券評価差額金： 　 　

当期発生額 218百万円 7,308百万円

組替調整額 316 △10

税効果調整前 534 7,298

税効果額 △104 △2,601

その他有価証券評価差額金 430 4,696

繰延ヘッジ損益： 　 　

当期発生額 17 75

組替調整額 － －

税効果調整前 17 75

税効果額 △6 △28

繰延ヘッジ損益 11 46

為替換算調整勘定： 　 　

当期発生額 170 655

組替調整額 22 －

税効果調整前 192 655

税効果額 － －

為替換算調整勘定 192 655

持分法適用会社に対する持分相当額： 　 　

当期発生額 △16 144

組替調整額 － △48

持分法適用会社に対する持分相当額 △16 95

その他の包括利益合計 618 5,494
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成23年12月１日　至　平成24年11月30日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

発行済株式

普通株式（千株）
88,478 － － 88,478

自己株式

普通株式（千株）
12,567 121 9 12,680

　 （変動事由の概要）

自己株式の普通株式の増加は単元未満株式の買取であり、減少は単元未満株式の買増請求に応じたものであります。

　

２　配当に関する事項

①配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成24年２月24日

定時株主総会
普通株式 759 10 平成23年11月30日 平成24年２月27日

平成24年７月10日

取締役会
普通株式 607 8 平成24年５月31日 平成24年８月17日

　

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年２月26日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 757 10 平成24年11月30日 平成25年２月27日

　

当連結会計年度（自　平成24年12月１日　至　平成25年11月30日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

発行済株式

普通株式（千株）
88,478 － － 88,478

自己株式

普通株式（千株）
12,680 30 0 12,709

　 （変動事由の概要）

自己株式の普通株式の増加は単元未満株式の買取であり、減少は単元未満株式の買増請求に応じたものであります。

　

２　配当に関する事項

①配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年２月26日

定時株主総会
普通株式 757 10 平成24年11月30日 平成25年２月27日

平成25年７月10日

取締役会
普通株式 606 8 平成25年５月31日 平成25年８月16日

　

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年２月26日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 757 10 平成25年11月30日 平成26年２月27日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前連結会計年度

（自　平成23年12月１日
至　平成24年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

現金及び預金勘定 13,489百万円 11,936百万円

有価証券　 － －

信託受益権（その他流動資産）　 155 69

　　　　計　 13,645 12,005

預入期間が３ヶ月を超える定期預金　 △120 △19

預入期間が３ヶ月を超える有価証券 － －

現金及び現金同等物 13,525 11,986

　　

　

２　重要な非資金取引の内容

前連結会計年度
（自　平成23年12月１日
至　平成24年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

株式による退職給付信託の返還　 724百万円 　 　　　　　　－　　

　

（リース取引関係）

　ファイナンス・リース取引（借主側）

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引は通常の売買処理に係る会計処理によっておりますが、重要性が乏しいた

　　め注記を省略しております。

　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年11月30日以前のリース取引に

　　ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりますが、金額の重要性が乏しいため記載を省

　　略しております。　　　
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　　当社グループは、資金運用については、決済必要資金確保に留意し、十分な流動性を確保した上で、安

全性を優先し元本の確保に確実性がある短期の金融商品に限定して実施しております。また、資金調達に

ついては、社債等の直接金融と借入金等の間接金融を併用しております。デリバティブは、後述するリス

クを回避するために利用しており、収益獲得を目的とした投機的な取引は行わない方針であります。

　

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業を行

うにあたり生じる外貨建債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、原則として先物為替予約を利

用してヘッジしております。

　　有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、

市場価格の変動リスクに晒されております。

　　借入金のうち短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金及び社債は主に設備投資と

投融資に係る資金調達であります。このうち、一部は金利の変動リスクに晒されておりますが、デリバ

ティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。

　　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが６ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建

てのものについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、先物為替予約を利用してヘッジしており

ます。

　　デリバティブ取引は、外貨建営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為

替予約取引及び通貨オプション取引、借入金及び社債に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的

とした金利スワップ取引であります。

　

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

　①信用リスク（取引先の債務不履行等に係るリスク）の管理

　　当社は、当社の売上債権管理規程に従い、営業債権について取引先毎の期日管理及び残高管理を行うと

ともに、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や

軽減を図っております。連結子会社についても、当社の売上債権管理規程に準じて同様の管理を行ってお

ります。

　　満期保有目的の債券は、当社の資金管理規程に従い、格付けの高い債券のみを対象としているため、信

用リスクは僅少であります。

　　デリバティブ取引については、取引相手を高格付を有する金融機関に限定しているため、信用リスクは

ほとんどないと認識しております。

　

　②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　　当社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、原則

として先物為替予約を利用してヘッジしております。また、当社は、借入金及び社債に係る支払金利の変

動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用しております。

　　有価証券、投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況を把握し、また、満期保有目的

の債券以外のものについては、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　　デリバティブ取引の執行・管理については、デリバティブ取引に係る運用基準を定め、この基準に基づ

き、為替予約取引については、財務部門が事業責任者の依頼を受け、実行及び管理を集中して行ってお

り、定期的に担当役員へ報告しております。また通貨オプション取引及び金利スワップ取引については、

財務部門において運用に係る基本方針を定め、担当役員の決裁を得て、定期的に担当役員へ報告しており

ます。

　

　③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

　　当社は、各事業部門からの報告に基づき財務部門が適時に資金繰り計画を作成し、資金繰りを管理する

とともに当社の資金管理規程に沿った手元流動性の維持などにより、流動性リスクを管理しております。
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(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価額がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」にお

けるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク

を示すものではありません。

　

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

　

前連結会計年度（平成24年11月30日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 13,489 13,489 －

(2）受取手形及び売掛金 22,260 22,260 －

(3）有価証券及び投資有価証券 11,363 11,225 △137

(4）長期貸付金 317 320 3

資産計 47,430 47,295 △134

(5）支払手形及び買掛金 10,415 10,415 －

(6）短期借入金 9,718 9,718 －

(7）社債 212 213 1

(8）長期借入金 6,047 6,077 30

負債計 26,393 26,425 32

(9) デリバティブ取引(*) 29 29 －

(*) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は（ ）で示しております。
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当連結会計年度（平成25年11月30日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 11,936 11,936 －

(2）受取手形及び売掛金 22,818 22,818 －

(3）有価証券及び投資有価証券 　 　 　

　　　関係会社株式 1,949 1,433 △516

　　　その他 18,574 18,571 △3

(4）長期貸付金 211 211 0

資産計 55,490 54,971 △519

(5）支払手形及び買掛金 11,498 11,498 －

(6）短期借入金 12,009 12,009 －

(7）社債 50 50 0

(8）長期借入金 8,618 8,639 20

負債計 32,176 32,197 21

(9) デリバティブ取引(*) 105 105 －

(*) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は（ ）で示しております。

　

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(3）有価証券及び投資有価証券

　上場株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関等から提示された価格に

よっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご

参照下さい。

(4）長期貸付金

　その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引い

た現在価値により算定しております。

(5）支払手形及び買掛金並びに(6）短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(7）社債

　市場価格のあるものは市場価格に基づき、市場価格のないものは、元利金の合計額を当該社債の残存期間

及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。なお、１年以内に償還予定

の社債を含んでおります。

(8）長期借入金

　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入又はリース取引を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しております。また、一部の変動金利による長期借入金は金利スワップの特例

処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行っ

た場合に適用される合理的に見積もられた利率で割り引いて算定する方法によっております。

(9) デリバティブ取引

　注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。　
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 （単位：百万円）

区分
前連結会計年度

（平成24年11月30日）
当連結会計年度

（平成25年11月30日）

非上場株式 376 369

関係会社株式 600 401

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3）有

価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

　

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成24年11月30日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 13,489 － － －

受取手形及び売掛金 22,260 － － －

有価証券及び投資有価証券     

　満期保有目的の債券　 － 118 － 1,500

　その他有価証券のうち満期があるも

の　
17 － － －

長期貸付金 195 122 － －

合計 35,962 240 － 1,500

　

当連結会計年度（平成25年11月30日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 11,936 － － －

受取手形及び売掛金 22,818 － － －

有価証券及び投資有価証券     

　満期保有目的の債券　 － 118 － 800

長期貸付金 211 － － －

合計 34,965 118 － 800
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４．社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成24年11月30日）

　
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 9,718 － － － － －

社債 162 50 － － － －

長期借入金 1,057 856 2,750 761 579 41

合計 10,938 906 2,750 761 579 41

　

当連結会計年度（平成25年11月30日）

　
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 12,009 － － － － －

社債 50 － － － － －

長期借入金 862 3,056 4,067 585 39 7

合計 12,922 3,056 4,067 585 39 7
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（有価証券関係）

前連結会計年度

１　売買目的有価証券（平成24年11月30日）

　該当事項なし

　

２　満期保有目的の債券（平成24年11月30日）

　 種類　
連結貸借対照表計上

額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照表

計上額を超えるもの

(1) 国債・地方債等 118 119 0

(2) 社債 － － －

(3) その他 － － －

小計 118 119 0

時価が連結貸借対照表

計上額を超えないもの

(1) 国債・地方債等 － － －

(2) 社債 － － －

(3) その他 1,500 1,361 △138

小計 1,500 1,361 △138

合計　 1,618 1,480 △137

　

３　その他有価証券（平成24年11月30日）

　 種類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 4,220 2,608 1,611

(2) 債券　 － － －

(3) その他　 － － －

小計 4,220 2,608 1,611

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 5,512 6,387 △874

(2) 債券　 11 17 △5

(3) その他　 － － －

小計 5,524 6,404 △880

合計 9,744 9,013 731

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 376百万円）及び関係会社株式（連結貸借対照表計上額 600百万円）について

     は、市場価額がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含

     めておりません。　

　

４　当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券

種類　 売却額（百万円） 売却損益（百万円）

 その他　 300 －

売却の理由

　発行元が期限前償還の権利を行使したことによるものであります。　
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５　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成23年12月１日　至平成24年11月30日）

種類　 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

(1) 株式 290 64 43

(2) 債券　 － － －

(3) その他　 － － －

合計 290 64 43

　

６　減損処理を行った有価証券　

　当連結会計年度において、有価証券について405百万円（その他有価証券）減損処理を行っております。

　なお、時価のある有価証券については、期末日前１ヶ月の市場価格の平均等が、時価評価されていない有価証券に

ついては、期末日における１株当たり純資産額が、それぞれ取得価額の50％以上下落した場合は原則としてすべて減

損処理を行い、時価のある有価証券について30～50％程度下落した銘柄については個別に回復可能性を判定し、減損

処理を行っております。

　

当連結会計年度

１　売買目的有価証券（平成25年11月30日）

　該当事項なし

　

２　満期保有目的の債券（平成25年11月30日）

　 種類　
連結貸借対照表計上

額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照表

計上額を超えるもの

(1) 国債・地方債等 118 119 0

(2) 社債 － － －

(3) その他 300 302 2

小計 418 421 2

時価が連結貸借対照表

計上額を超えないもの

(1) 国債・地方債等 － － －

(2) 社債 － － －

(3) その他 500 493 △6

小計 500 493 △6

合計　 918 915 △3
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３　その他有価証券（平成25年11月30日）

　 種類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 17,067 8,990 8,076

(2) 債券　 － － －

(3) その他　 － － －

小計 17,067 8,990 8,076

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 588 636 △48

(2) 債券　 － － －

(3) その他　 － － －

小計 588 636 △48

合計 17,655 9,627 8,028

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 369百万円）及び非上場の関係会社株式（連結貸借対照表計上額 401百万円）

　　　については、市場価額がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証

　　　券」には含めておりません。　

　

４　当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券

     該当事項なし　

　

５　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成24年12月１日　至平成25年11月30日）

種類　 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

(1) 株式 45 13 －

(2) 債券　 700 － －

(3) その他　 － － －

合計 745 13 －

　

６　減損処理を行った有価証券　

　当連結会計年度において、有価証券について203百万円（その他有価証券の株式）減損処理を行っております。

　なお、時価のある有価証券については、期末日前１ヶ月の市場価格の平均等が、時価評価されていない有価証券に

ついては、期末日における１株当たり純資産額が、それぞれ取得価額の50％以上下落した場合は原則としてすべて減

損処理を行い、時価のある有価証券について30～50％程度下落した銘柄については個別に回復可能性を判定し、減損

処理を行っております。　　　
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(1）通貨関連

前連結会計年度（平成24年11月30日）

　該当事項なし

　

当連結会計年度（平成25年11月30日）

区分　 取引の種類　
契約額等

（百万円）　

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価

（百万円）　

評価損益

（百万円）　

市場取引以外の取

引　

為替予約取引　 　 　 　 　

売建　 　 　 　 　

米ドル　 88 　 － 　 87 　 0 　

買建　 　 　 　 　

米ドル　 185 　 － 　 187 　 1 　

合計　 273 　 － 　 274 　 2 　

　（注）　時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

　

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1) 通貨関連

前連結会計年度（平成24年11月30日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
（百万円）

原則的処理方法

為替予約取引     

売建     

米ドル　 売掛金　 7　 －　 △0　

買建     

米ドル　 買掛金　 924　 －　 32　

豪ドル　 買掛金　 123　 －　 0　

ユーロ　 買掛金　 115　 59　 △4　

ポンド 買掛金 44 21 0

為替予約等の振当処理

為替予約取引　 　    

売建　 　    

米ドル　 売掛金　 67 － △2

買建　 　    

米ドル　 買掛金　 113 － 3

合計 1,395 81 30

　（注）　時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
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当連結会計年度（平成25年11月30日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
（百万円）

原則的処理方法

為替予約取引     

売建     

米ドル　 売掛金　 11　 －　 △0　

買建     

米ドル　 買掛金　 1,271　 61　 57　

ユーロ　 買掛金　 146　 82　 30　

ポンド 買掛金 84 46 17

為替予約等の振当処理

為替予約取引　 　    

売建　 　    

米ドル　 売掛金　 57 － △1

買建　 　    

米ドル　 買掛金　 267 － 13

合計 1,839 189 117

　（注）　時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

　

(2) 金利関連

前連結会計年度（平成24年11月30日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
（百万円）

金利スワップの特例

処理

金利スワップ取引変動

受取・固定支払

　    

長期借入金　 1,347 997 （注）

（注）金利スワップの特例処理によるものはヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されてい

　　　るため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

　

当連結会計年度（平成25年11月30日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
（百万円）

金利スワップの特例

処理

金利スワップ取引変動

受取・固定支払

　    

長期借入金　 997 715 （注）

（注）金利スワップの特例処理によるものはヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されてい

　　　るため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付年金制度、総合設立型

厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設けており、確定拠出型の制度として、確定拠出年金制度を有して

おります。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

　提出会社においては、退職給付信託を設定しております。　

　　

２．退職給付債務に関する事項

　
前連結会計年度

（平成24年11月30日）
当連結会計年度

（平成25年11月30日）

(1）退職給付債務（百万円） △7,524  △7,549  

(2）年金資産（百万円） 4,594  4,308  

(3）未積立退職給付債務(1）＋(2）（百万円） △2,930  △3,240  

(4）未認識数理計算上の差異（百万円） 2,781  2,750  

(5）未認識過去勤務債務（債務の減額）（百万円） △280  △242  

(6）連結貸借対照表計上額純額(3）＋(4）＋(5）（百万円) △429  △732  

(7）前払年金費用（百万円） △2,610  △2,293  

(8）退職給付引当金(6）－(7）（百万円） △3,039  △3,025  

（注）１　連結子会社は、退職給付債務の算定において簡便法を採用しております。

（注）２　前連結会計年度において、退職給付信託の一部返還を受けており、その影響額は次のとおりでありま

す。　　　　

　年金資産の減少 △1,121百万円　

　未認識数理計算上の差異処理額 △1,799百万円　

　前払年金費用の減少額 △2,921百万円　

　

　

３．退職給付費用に関する事項

　
前連結会計年度

（自　平成23年12月１日
至　平成24年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

(1）勤務費用（百万円） 304 213

(2）利息費用（百万円） 124 112

(3）期待運用収益（減算）（百万円） △51 △76

(4）数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 350 318

(5）過去勤務債務の費用処理額（百万円） △37 △38

(6) 退職給付費用（百万円）　 691 530

(7) 確定拠出年金制度への掛金支払額等（百万

円）　
194 205

合計 (6) + (7) 　 885 736

（注）１　上記退職給付費用以外に連結子会社の総合型厚生年金基金一部脱退に伴う脱退一時金（前連結会計年度－　　

　　　　　百万円、当連結会計年度35百万円）を支払っております。

（注）２　上記退職給付費用以外に、割増退職金（前連結会計年度145百万円、当連結会計年度－百万円）を支払っ

　　　　　ております。　

（注）３　前連結会計年度において退職給付信託の一部返還に伴う未認識数理差異処理額として1,799百万円を特別損失

　　　　　に計上しております。　
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1）退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準

　

(2）割引率

前連結会計年度
（自　平成23年12月１日
至　平成24年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

1.5％ ～ 2.0％ 1.5％ ～ 1.9％

　

(3）期待運用収益率

前連結会計年度
（自　平成23年12月１日
至　平成24年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

主として2.0％ 2.0％

　

(4）過去勤務債務の額及び数理計算上の差異の処理年数

　14年（各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法によ

り按分した額を過去勤務債務の額は発生の連結会計年度から、数理計算上の差異は発生の翌連結会計年度

からそれぞれ費用処理することとしております。）

　

５．複数事業主制度に関する事項

(1) 制度全体の積立状況に関する事項

　
前連結会計年度　

（平成24年３月31日）　

当連結会計年度　

（平成25年３月31日）　

　年金資産の額 107,764百万円 150,997百万円

　年金財政計算上の給付債務の額 150,014百万円 217,676百万円

　差引額 △42,250百万円 △66,679百万円

　

(2) 制度全体にしめる当社グループの掛金拠出割合

　　　前連結会計年度　2.2 %　（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日）

　　　当連結会計年度　1.8 %　（自平成24年４月１日　至平成25年３月31日）

(3) 補足説明　

　　　　上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政上の過去勤務債務（前連結会計年度 30,084百万円、当連結

　　　会計年度33,921百万円）であります。　

　　　　なお、上記(2)の割合は当社グループの実際の負担割合と一致いたしません。　

　　

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。　
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度

（平成24年11月30日）
　

当連結会計年度
（平成25年11月30日）

流動資産 　 　 　

　繰延税金資産 　 　 　

　未払事業税 48百万円　 42百万円

　たな卸資産評価額 475 　 530

　繰越欠損金 1 　 47

　その他　 717 　 663

　繰延税金資産　小計　　 1,243 　 1,283

　評価性引当額 △28 　 △28

　繰延税金資産　合計 1,214 　 1,255

　繰延税金負債 　 　 　

　繰延ヘッジ損益 △12 　 △17

　その他 △24 　 △12

　繰延税金負債　合計 △37 　 △29

　繰延税金資産の純額　 1,177 　 1,226

固定資産　 　 　 　

　繰延税金資産 　 　 　

　退職給付引当金 380 　 377

　貸倒引当金 3 　 6

　繰越欠損金 603 　 707

　その他 60 　 68

繰越税金資産　小計　 1,048 　 1,160

　評価性引当額 △626 　 △750

繰延税金資産　合計 421 　 409

繰延税金負債　 　 　 　

　圧縮記帳積立金　 △13 　 △11

　その他有価証券評価差額金　 △1 　 △34

繰延税金負債　合計　 △15 　 △45

　繰延税金資産の純額　 405 　 363

流動負債　 　 　 　

繰延税金負債　 　 　 　

　その他　 89 　 －

繰延税金資産　 　 　 　

　その他　 △51 　 －

繰延税金負債の純額　 38 　 －
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前連結会計年度

（平成24年11月30日）
　

当連結会計年度
（平成25年11月30日）

固定負債　 　 　 　

繰延税金負債　 　 　 　

　圧縮記帳積立金 1,690 　 1,780

　特別償却積立金 － 　 1,000

　その他有価証券評価差額金 242 　 2,870

　前払年金費用 680 　 651

　その他　 481 　 419

繰延税金負債合計　 3,096 　 6,722

繰延税金資産　 　 　 　

　退職給付引当金　 △730 　 △749

　有価証券評価損　 △340 　 △408

　繰越欠損金　 △438 　 △714

　その他 △650 　 △670

繰延税金資産　小計　 △2,159 　 △2,542

　評価性引当額 282 　 594

繰延税金資産　合計 △1,876 　 △1,947

繰延税金負債の純額 1,219 　 4,775

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　
前連結会計年度

（平成24年11月30日）
　

当連結会計年度
（平成25年11月30日）

法定実効税率 40.44％ 　 法定実行税率と税効果会計

適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実行税

率の100分の５以下である

ため注記を省略しておりま

す。

　

　

　

　

（調整） 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.88 　

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.21 　

住民税均等割 0.80 　

負ののれん発生益　 △2.58 　

評価性引当額 △4.25 　

その他　 △0.59 　

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.49 　
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（資産除去債務関係）

　　　　　　当連結会計年度末における資産除去債務の金額に重要性が乏しいため記載を省略しております。　

　

（賃貸等不動産関係）

 当社及び一部の連結子会社では、千葉県、大阪府その他の地域において、商業用施設（ショッピングセン

ター）、賃貸用オフィスビル等を保有しております。前連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸

損　益は2,993百万円であります。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は3,220百万円で

あ　ります。

 また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

　 （単位：百万円）

　
前連結会計年度

（自　平成23年12月１日
至　平成24年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

連結貸借対照表計上額 　 　

　 期首残高 16,414 15,602

　 期中増減額 △812 198

　 期末残高 15,602 15,800

期末時価 61,274 62,114

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な減少額は減価償却（1,059百万円）であります。当連結会計年度

の主な増加額は建物等固定資産取得（1,327百万円）主な減少額は減価償却（1,003百万円）であります。

３．前連結会計年度の期末時価は、主として不動産鑑定基準に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調

整を行ったものを含む。）であります。当連結会計年度の期末時価は、主要な物件については、外部の不動

産鑑定士による不動産鑑定評価基準に基づいて算定された金額、その他の物件については、適切に市場価格

を反映していると考えられる指標等を用いて自社で算定した金額であります。　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　　当社は、「衣料繊維」「産業機材」「人とみらい開発」「コンシューマー」の４つの事業部から成る事

業部制によるマネジメントを行っております。当社の事業部制による事業セグメントは、当社及び連結子

会社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、最高経営意思決定機関が、経営資源の配分

の決定及び業績評価のために、定期的に検討を行う対象となっているものであるため、当該事業セグメン

トを報告セグメントとしております。

　　なお、前連結会計年度において、報告セグメントの区分を「衣料繊維事業」「資材事業」「エンジニア

リング事業」「開発事業」「コミュニティサービス事業」「生活流通事業」の６区分としておりました

が、事業運営体制をシナジー発揮や事業展開をより加速しやすい組織へと見直し、当連結会計年度より

「衣料繊維事業」「産業機材事業」「人とみらい開発事業」「コンシューマー事業」の４区分に変更して

おります。また、前連結会計年度のセグメント情報は、組織変更後の報告セグメント区分に基づき作成し

たものを開示しております。

　　「衣料繊維事業」は、毛糸・毛織物などの衣料繊維製品の製造並びに販売、「産業機材事業」は、不織

布・フェルトなどの繊維資材製品、テニス・バドミントンガット、釣糸、産業資材の製造・販売、産業向

け機械の設計・製造・販売、エネルギーシステムの設計・施工・メンテナンス、「人とみらい開発事業」

は、ショッピングセンターなど商業施設の開発・賃貸・運営、不動産の建設・販売・賃貸、乗馬クラブの

運営、ゴルフ・テニス等のスポーツ施設、カラオケ・ボウリング場の運営、介護事業、「コンシューマー

事業」は、携帯電話販売、ビデオレンタル等のフランチャイズ業、毛布・寝装用品、手編毛糸、馬具・乗

馬用品、100円ショップ向け日用雑貨卸し、印判用品の製造販売、倉庫管理・構内運送等をそれぞれ行っ

ております。

　　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

　　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同様であります。

　　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。　

　　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自平成23年12月１日　至平成24年11月30日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万

円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
 

報告セグメント

調整額
連結　
財務諸表
計上額

衣料繊維
 事業 　

産業機材
事業

人とみらい
開発事業　

コンシュー
マー事業

 
合　計
 

売上高        

(1)外部顧客への売上高 41,857　 20,363　 14,327　 20,810　 97,357　 － 97,357　

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高
409　 108　 1,098　 521　 2,139　 △2,139　 －

計 42,266　 20,471　 15,426　 21,331　 99,496　 △2,139　 97,357　

セグメント利益 1,680　 652　 3,865　 604　 6,803　 △1,465　 5,337　

セグメント資産　 45,438 15,436 28,993 8,328 98,196 19,595 117,792

その他の項目　 　 　 　 　 　 　 　

　減価償却費　 1,074 487 1,712 222 3,497 7 3,505

　のれんの償却額　 2 1 － 78 82 － 82

　持分法適会社への　

　投資額　
619 － － － 619 188 807

　負ののれん発生益 325 － － － 325 － 325

　有形固定資産及び無形

　固定資産の増加額　
1,127 393 1,810 361 3,693 △15 3,678
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当連結会計年度（自平成24年12月１日　至平成25年11月30日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万

円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
 

報告セグメント

調整額
連結　
財務諸表
計上額

衣料繊維
 事業 　

産業機材
事業

人とみらい
開発事業　

コンシュー
マー事業

 
合　計
 

売上高        

(1)外部顧客への売上高 41,264　 18,234　 16,200　 21,978　 97,677　 － 97,677　

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高
316　 367　 967　 459　 2,111　 △2,111　 －

計 41,581　 18,602　 17,167　 22,438　 99,788　 △2,111　 97,677　

セグメント利益 1,448　 522　 4,247　 907　 7,126　 △1,529　 5,596　

セグメント資産　 49,102 17,208 33,256 10,080 109,647 23,283 132,931

その他の項目　        

　減価償却費　 1,000 398 1,729 235 3,363 19 3,383

　のれんの償却額　 3 － － 89 93 － 93

　持分法適会社への　

　投資額　
629 1,931 － － 2,560 － 2,560

　負ののれん発生益 － 474 － 108 582 － 582

　有形固定資産及び無形

　固定資産の増加額　
842 546 5,107 282 6,779 △38 6,741
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４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事

項）

　 （単位：百万円）

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 99,496 99,788

セグメント間取引消去 △2,139 △2,111

連結財務諸表の売上高 97,357 97,677

　

　 （単位：百万円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 6,803 7,126

セグメント間取引消去 △14 △59

全社費用（注） △1,450 △1,469

連結財務諸表の営業利益 5,337 5,596

（注）　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び技術試験費であります。

　

　 （単位：百万円）

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 98,196 109,647

全社資産（注） 22,025 25,917

その他の調整額 △2,429 △2,634

連結財務諸表の資産合計 117,792 132,931

（注）　全社資産は、余剰運転資金（現金及び預金）及び長期投資資金（投資有価証券）に係る資産等であります。

　

　 （単位：百万円）

その他の項目

報告セグメント計 調整額 連結財務諸表計上額

前連結会計
年度

当連結会計
年度

前連結会計
年度

当連結会計
年度

前連結会計
年度

当連結会計
年度

減価償却費 3,497 3,363 7 19 3,505 3,383

持分法適用会社への投資額　 619 2,560 188 － 807 2,560

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
3,693 6,779 △15 △38 3,678 6,741
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【関連情報】

前連結会計年度（自平成23年12月１日　至平成24年11月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　連結売上高に占める海外売上高の割合が10％未満であるため、記載を省略しております。

　

(2）有形固定資産

　有形固定資産の連結合計に占める「本邦（日本）」の割合が90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

　

３．主要な顧客ごとの情報

　連結売上高の10%を超える顧客が存在しないため記載を省略しております。

　　

当連結会計年度（自平成24年12月１日　至平成25年11月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　連結売上高に占める海外売上高の割合が10％未満であるため、記載を省略しております。

　

(2）有形固定資産

　有形固定資産の連結合計に占める「本邦（日本）」の割合が90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

　

３．主要な顧客ごとの情報

　連結売上高の10%を超える顧客が存在しないため記載を省略しております。

　　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自平成23年12月１日　至平成24年11月30日）　

　　該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自平成24年12月１日　至平成25年11月30日）　

　　重要性がないため、記載を省略しております。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自平成23年12月１日　至平成24年11月30日）　

　　衣料繊維事業において、南海毛糸紡績㈱の株式を取得したこと等により325百万円の負ののれん発生益

を計上しております。

　

当連結会計年度（自平成24年12月１日　至平成25年11月30日）　

　　産業機材事業において、芦森工業㈱の株式を取得したこと等により474百万円およびコンシューマー事

業において、㈱ツキネコの株式を取得したこと等により108百万円の負ののれん発生益を各々計上して

おります。

　

【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成23年12月１日　至　平成24年11月30日）

　　該当事項はありません。

　　　　

当連結会計年度（自　平成24年12月１日　至　平成25年11月30日）

　　該当事項はありません。　　　　
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成23年12月１日
至　平成24年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

１株当たり純資産額 913円10銭

１株当たり当期純利益 42円98銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
　－　

１株当たり純資産額 1,010円83銭

１株当たり当期純利益 44円16銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
　－　

（注）１　前連結会計年度及び当連結会計年度における潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　　　２　１株当たり純資産額算定上の基礎は、以下のとおりであります。　　

　 前連結会計年度 当連結会計年度

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 70,046 77,485

普通株式に係る純資産額（百万円） 69,211 76,590

連結貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当たり

純資産額の算定に用いられた普通株式に係る連結会

計年度末の純資産額との差額（百万円）

835 895

（うち少数株主持分）（百万円） (835) (895)

普通株式の発行済株式数（千株） 88,478 88,478

普通株式の自己株式数（千株） 12,680 12,709

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の

数（千株）
75,798 75,769

　　　３　１株当たり当期純利益算定上の基礎は、以下のとおりであります。　

　 前連結会計年度 当連結会計年度

１株当たり当期純利益 　 　

当期純利益（百万円） 3,261 3,346

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,261 3,346

普通株式の期中平均株式数（千株） 75,874 75,782

　

　

（重要な後発事象）

          該当事項はありません。　
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率
（％）

担保 償還期限

㈱ナカヒロ

第６回無担保社債
平成20年

12月26日

150

(100)

50

(50)
1.91 なし

平成25年

12月26日

第７回無担保社債
平成22年

３月26日

52

(52)

－

(－)
2.07 なし

平成25年

３月26日

佐藤産業㈱ 第15回無担保社債
平成19年

９月28日

10

(10)

－

(－)
1.30 なし

平成24年

９月28日

合計 ―
212

(162)

50

(50)
― ― ―

（注）１　連結決算日後５年以内における償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

50 － － ― ―

２　当期末残高の（　）内の金額は、１年以内に償還が予定されているものであります。

　

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 9,718 12,009 0.81 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,057 862 1.08 ―

１年以内に返済予定のリース債務 32 38 ― ―

長期借入金（１年以内に返済予定の

ものを除く。）
4,989 7,756 0.62

平成26年12月

から

平成31年２月

リース債務（１年以内に返済予定の

ものを除く。）
104 84 ―

平成26年12月　

　から

平成33年６月　

その他有利子負債 ―　 ― ― ―

合計 15,902 20,750 ― ―

（注）１　　「平均利率」については、当期末の借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

　　　　　　なお、リース債務の「平均利率」については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額で

リース債務を連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

２　　長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予

定額は以下のとおりであります。

　
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 3,056 4,067 585 39

リース債務 31 26 15 6
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【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。

　

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 22,144 48,180 71,162 97,677

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円）
884 2,684 3,771 5,384

四半期（当期）純利益金額

（百万円）
569 1,639 2,201 3,346

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
7.51 21.63 29.05 44.16

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
7.51 14.13 7.41 15.11
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年11月30日)

当事業年度
(平成25年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,092 4,421

受取手形 1,134
※4 957

売掛金
※3 9,252 ※3 9,440

商品及び製品 5,934 5,749

仕掛品 3,862 4,306

販売用土地 208 52

原材料及び貯蔵品 1,012 1,256

前払費用 37 46

繰延税金資産 373 423

短期貸付金
※3 6,965 ※3 4,838

未収入金
※3 2,526 ※3 3,527

その他 247 239

貸倒引当金 △11 △12

流動資産合計 37,636 35,247

固定資産

有形固定資産

建物
※1 52,847 ※1 54,134

減価償却累計額 △34,848 △35,904

建物（純額） 17,998 18,229

構築物 9,873 9,642

減価償却累計額 △8,035 △7,733

構築物（純額） 1,838 1,908

機械及び装置 18,218 19,142

減価償却累計額 △16,923 △15,286

機械及び装置（純額） 1,294 3,856

車両運搬具 140 117

減価償却累計額 △134 △114

車両運搬具（純額） 5 3

工具、器具及び備品 2,125 2,075

減価償却累計額 △1,965 △1,908

工具、器具及び備品（純額） 159 167

土地
※1 4,419 ※1 4,464

建設仮勘定 252 2,489

有形固定資産合計 25,968 31,118

無形固定資産

ソフトウエア 89 89

その他 44 48

無形固定資産合計 133 137
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年11月30日)

当事業年度
(平成25年11月30日)

投資その他の資産

投資有価証券
※1 11,377 ※1 17,967

関係会社株式 5,080 7,050

出資金 11 12

関係会社出資金 2,323 2,362

長期貸付金 195 185

破産更生債権等 740 762

長期前払費用 80 180

前払年金費用 2,610 2,293

その他 428 361

貸倒引当金 △777 △762

投資その他の資産合計 22,070 30,413

固定資産合計 48,172 61,669

資産合計 85,808 96,917

負債の部

流動負債

支払手形 201
※4 586

買掛金 1,575 1,383

短期借入金
※1 3,454 ※1 5,561

未払金 1,988 1,623

未払費用 1,220 1,136

前受金 4 3

預り金
※3 2,500 ※3 2,379

前受収益 559 582

1年内返済長期預り保証金
※1, ※2 509 ※2 422

その他 159 193

流動負債合計 12,173 13,874

固定負債

長期借入金
※1 3,029 ※1 3,173

繰延税金負債 1,040 4,469

退職給付引当金 1,731 1,755

長期預り敷金保証金
※1, ※2 7,348 ※2 7,102

資産除去債務 309 314

その他 80 78

固定負債合計 13,542 16,893

負債合計 25,715 30,767
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年11月30日)

当事業年度
(平成25年11月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 6,465 6,465

資本剰余金

資本準備金 5,064 5,064

その他資本剰余金 39 39

資本剰余金合計 5,104 5,104

利益剰余金

利益準備金 1,616 1,616

その他利益剰余金

損失補填準備積立金 680 680

配当引当積立金 930 930

従業員退職給与基金 1,466 1,466

圧縮記帳積立金 2,389 2,959

圧縮特別勘定積立金 430 －

特別償却積立金 － 1,759

別途積立金 37,950 37,950

繰越利益剰余金 10,134 9,798

利益剰余金合計 55,597 57,160

自己株式 △7,574 △7,594

株主資本合計 59,592 61,135

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 480 4,986

繰延ヘッジ損益 20 27

評価・換算差額等合計 500 5,014

純資産合計 60,093 66,149

負債純資産合計 85,808 96,917
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年12月１日
　至　平成24年11月30日)

当事業年度
(自　平成24年12月１日
　至　平成25年11月30日)

売上高
※1 33,972 ※1 33,355

売上原価

製品期首たな卸高 5,341 5,934

当期製品製造原価
※5 23,815 ※5 22,854

当期製品購入高 3,557 2,819

合計 32,714 31,608

他勘定振替高
※2 232 ※2 138

製品期末たな卸高 5,934 5,749

製品売上原価
※1, ※10 26,548 ※1, ※10 25,720

売上総利益 7,424 7,635

販売費及び一般管理費
※3, ※4 4,909 ※3, ※4 4,824

営業利益 2,514 2,810

営業外収益

受取利息
※1 164 ※1 131

受取配当金
※1 742 ※1 1,398

為替差益 58 330

雑収入
※1 168 ※1 189

営業外収益合計 1,133 2,050

営業外費用

支払利息 101 91

減価償却費 74 109

雑費 318 230

営業外費用合計 495 430

経常利益 3,153 4,429

特別利益

固定資産売却益
※6 1,834 －

投資有価証券売却益 63 －

抱合せ株式消滅差益 71 －

補償金収入
※7 978 －

特別利益合計 2,948 －

特別損失

固定資産処分損 － 31

投資有価証券評価損 379 203

関係会社整理損 63 －

関係会社株式評価損 257 －

関係会社貸倒引当金繰入額 708 －

減損損失 7 －

事業構造改善費用
※8 563 ※8 246

退職給付信託の一部返還に伴う影響額
※9 1,799 －

特別損失合計 3,780 481
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年12月１日
　至　平成24年11月30日)

当事業年度
(自　平成24年12月１日
　至　平成25年11月30日)

税引前当期純利益 2,321 3,948

法人税、住民税及び事業税 165 141

法人税等調整額 294 879

法人税等合計 459 1,021

当期純利益 1,861 2,927

EDINET提出書類

日本毛織株式会社(E00552)

有価証券報告書

 82/104



【製造原価明細書】

　 　
前事業年度

（自　平成23年12月１日
至　平成24年11月30日）

当事業年度
（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

区分
注記番
号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　原料費 　 　 11,561 48.6 　 11,562 49.6

Ⅱ　労務費 　 　 2,893 12.2 　 2,763 11.8

Ⅲ　経費 　 　 　 　 　 　 　

減価償却費 　 2,192 　 　 2,044 　 　

外注加工費 　 2,228 　 　 2,104 　 　

その他の経費 　 5,244 9,665 40.7 5,094 9,243 39.6

Ⅳ　他勘定振替高 ※２　 　 △350 △1.5 　 △269 △1.1

当期総製造費用 　 　 23,770 100.0 　 23,298 100.0

仕掛品期首棚卸高 　 　 3,907 　 　 3,862 　

合計 　 　 27,677 　 　 27,161 　

仕掛品期末棚卸高 　 　 3,862 　 　 4,306 　

当期製品製造原価 　 　 23,815 　 　 22,854 　

　 　 　 　 　 　 　 　

（注）　１　原価計算の方法は、部門別加工費総合原価計算の方法によっております。

※２　他勘定振替高の主なものは、販売費及び一般管理費へ振替えたものであります。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年12月１日
　至　平成24年11月30日)

当事業年度
(自　平成24年12月１日
　至　平成25年11月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 6,465 6,465

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,465 6,465

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 5,064 5,064

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,064 5,064

その他資本剰余金

当期首残高 39 39

当期変動額

自己株式の処分 △0 0

当期変動額合計 △0 0

当期末残高 39 39

資本剰余金合計

当期首残高 5,104 5,104

当期変動額

自己株式の処分 △0 0

当期変動額合計 △0 0

当期末残高 5,104 5,104

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 1,616 1,616

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,616 1,616

その他利益剰余金

当期首残高 53,485 53,980

当期変動額

剰余金の配当 △1,366 △1,364

当期純利益 1,861 2,927

当期変動額合計 494 1,563

当期末残高 53,980 55,543

利益剰余金合計

当期首残高 55,102 55,597

当期変動額

剰余金の配当 △1,366 △1,364

当期純利益 1,861 2,927

当期変動額合計 494 1,563

当期末残高 55,597 57,160
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年12月１日
　至　平成24年11月30日)

当事業年度
(自　平成24年12月１日
　至　平成25年11月30日)

自己株式

当期首残高 △7,514 △7,574

当期変動額

自己株式の取得 △65 △20

自己株式の処分 5 0

当期変動額合計 △60 △20

当期末残高 △7,574 △7,594

株主資本合計

当期首残高 59,158 59,592

当期変動額

剰余金の配当 △1,366 △1,364

当期純利益 1,861 2,927

自己株式の取得 △65 △20

自己株式の処分 5 0

当期変動額合計 434 1,543

当期末残高 59,592 61,135

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 55 480

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

425 4,506

当期変動額合計 425 4,506

当期末残高 480 4,986

繰延ヘッジ損益

当期首残高 12 20

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

8 7

当期変動額合計 8 7

当期末残高 20 27

評価・換算差額等合計

当期首残高 67 500

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

433 4,513

当期変動額合計 433 4,513

当期末残高 500 5,014

純資産合計

当期首残高 59,225 60,093

当期変動額

剰余金の配当 △1,366 △1,364

当期純利益 1,861 2,927

自己株式の取得 △65 △20

自己株式の処分 5 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 433 4,513

当期変動額合計 867 6,056

当期末残高 60,093 66,149
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１　有価証券の評価基準及び評価方法

Ａ　満期保有目的の債券

…償却原価法（定額法）により評価しております。

Ｂ　子会社株式及び関連会社株式

…移動平均法による原価法により評価しております。

Ｃ　その他有価証券

時価のあるもの

…株式については期末日前１ヶ月の市場価格の平均等、それ以外については期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しておりま

す。）により評価しております。

時価のないもの

…移動平均法による原価法により評価しております。

２　デリバティブの評価基準及び評価方法

　時価法により評価しております。

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

Ａ　製品、原材料、貯蔵品

…移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により評価し

ております。

Ｂ　仕掛品

…総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により評価して

おります。

Ｃ　販売用土地

…個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により評価してお

ります。

４　固定資産の減価償却の方法

Ａ　有形固定資産

　主として定率法によっております。ただし、平成10年度下半期以降に取得した建物（建物附属設備を除

く。）については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。　

建物及び構築物 ８年～39年

機械装置及び車両運搬具 ３年～17年　　

Ｂ　無形固定資産

　定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。

５　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

６　引当金の計上基準

Ａ　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるために、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

Ｂ　退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生した翌事業年度から費用処理することとしております。ま

た、過去勤務債務はその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）による定額法により

処理しております。　

EDINET提出書類

日本毛織株式会社(E00552)

有価証券報告書

 86/104



７　ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理

を、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理を採用しております。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

為替予約
製品輸出による外貨建売上債権、原材料輸入による外貨建買入債務及び外貨建予

定取引

金利スワップ取引 借入金

(3）ヘッジ方針

　通常の営業過程における外貨建実需取引の為替相場変動リスクを軽減する目的で為替予約取引を行ってお

ります。また、借入金に係る金利変動リスクを軽減する目的で金利スワップ取引を行っております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつ、ヘッジ開始時及びその後も継続して

相場変動又はキャッシュ・フロー変動を相殺するものと想定することができるため、ヘッジ有効性の判定は

省略しております。金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため有効性の判定を省略して

おります。

８　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

　

（会計方針の変更）

　　　　減価償却方法の変更

　　　　　法人税法の改正に伴い、当事業年度より新規に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく

　　　　減価償却方法に変更しております。なお、この変更による影響は軽微であります。

　

（表示方法の変更）

　　　　（損益計算書）　

　　　　　前事業年度において、「営業外収益」の「雑収入」に含めていた「為替差益」は営業外収入の総額の

　　　　100分の10を超えたため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させ

　　　　るため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　　　　　この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外収益」の「雑収入」に表示していた226百万円

　　　　は、「為替差益」58百万円、「雑収入」168百万円として組替えております。　　　

　　　　　　　　　　

（会計上の見積りの変更）

　　　　該当事項はありません。

　

（追加情報）

　　　　該当事項はありません。　
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（貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成24年11月30日）
当事業年度

（平成25年11月30日）

建　物 422（422）百万円 404（404）百万円

土　地 41 （41）      36 （36）      

投資有価証券 411 （―）      725 （―）      

計 875（464）      1,166（441）      

 　           担保付債務は、次のとおりであります。

　
前事業年度

（平成24年11月30日）
当事業年度

（平成25年11月30日）

短期借入金 942 （882）百万円 785 （770）百万円

長期借入金 2,750（2,735）      2,964（2,964）      

長期預り敷金保証金 96  （96）      　　－  （－）      

計 3,789（3,714）      3,750（3,735）      

　　　　　(注)　上記中（内書）は、工場財団抵当ならびに当該債務を示しております。

　

※２　ニッケパークタウン、ニッケコルトンプラザ及びアピタ各務原に入店しているテナントからの敷金・保

証金ほかであります。

　

※３　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。

　
前事業年度

（平成24年11月30日）
当事業年度

（平成25年11月30日）

流動資産 　 　

売掛金　 5,049百万円 5,107百万円

短期貸付金　 6,780 4,836

未収入金　 1,275 2,371

流動負債

　買掛金　

　預り金　

　

369　

2,150　

　

604　

2,087　

　

※４　事業年度末満期手形　

　事業年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当

事業年度の末日が金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期手形が事業年度末残高に含まれて

おります。

　
前事業年度

（平成24年11月30日）
当事業年度

（平成25年11月30日）

受取手形 － 百万円 59 百万円

支払手形 －　　　 　　　 48　　   

　

　５　保証債務

　次の関係会社等について、金融機関からの借入に対し債務保証及び保証予約を行っております。

(1）債務保証

前事業年度
（平成24年11月30日）

当事業年度
（平成25年11月30日）

青島日毛織物有限公司 24百万円 　　　　　　　－　 －百万円

　（外貨建債務保証1,835千元） 　

計 24 計 －
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

前事業年度
（自　平成23年12月１日
至　平成24年11月30日）

当事業年度
（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

売上高 11,168百万円 　 11,419百万円

仕入高 9,098 　 11,368

受取利息 86 　 44

受取配当金 480 　 1,052

受取賃貸料（雑収入） 73 　 99

　

※２　見本消費及び製品評価損洗替差額ほかであります。

　

※３　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度60％、当事業年度60％、一般管理費に属する費用の

おおよその割合は前事業年度40％、当事業年度40％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成23年12月１日
至　平成24年11月30日）

当事業年度
（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

給料 1,178百万円 1,147百万円

従業員賞与金　 505 535

法定福利費　 292 316

退職給付費用　 460 403

運賃・保管料　 215 210

広告宣伝費　 255 222

販売見本費　 296 207

減価償却費　 174 170

　

※４　一般管理費に含まれる研究開発費の総額

前事業年度
（自　平成23年12月１日
至　平成24年11月30日）

当事業年度
（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

651百万円 674百万円

　

※５　当期製品製造原価の中に含まれる開発部門等の費用

前事業年度
（自　平成23年12月１日
至　平成24年11月30日）

当事業年度
（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

5,074百万円 5,252百万円

　

※６　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成23年12月１日
至　平成24年11月30日）

当事業年度
（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

土地（加古川市）売却益　 1,834百万円 － －百万円

　

※７　固定資産（土地）売却に伴う既存施設の移転補償等であります。
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※８　事業構造改善費用の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成23年12月１日
至　平成24年11月30日）

当事業年度
（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

固定資産除却損等　 259百万円 固定資産除却損等　 80百万円

移設撤去費用等　 303 移設撤去費用等　 165

計 563 計 246

　　

※９　退職給付信託の一部返還に伴う未認識数理差異（不利差異）の一括償却額であります。

　

※10　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。

前事業年度
（自　平成23年12月１日
至　平成24年11月30日）

当事業年度
（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

58百万円 144百万円

　

　

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成23年12月１日　至　平成24年11月30日）

１　その他利益剰余金の内訳及び変動額

　 　　　　　　　　　　　　　　　　 （百万円）

変動事由
損失補填
準備積立金

配当引当
積立金

従業員退職
給与基金

圧縮記帳
積立金

圧縮特別
勘定積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成23年12月１日

残高
680 930 1,466 1,863 － 37,950 10,596

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 － － － － － － △1,366

　当期純利益 － － － － － － 1,861

　積立 － － － 592 430 － △1,022

　取崩 － － － △66 － － 66

事業年度中の変動額

合計
－ － － 526 430 － △461

平成24年11月30日

残高
680 930 1,466 2,389 430 37,950 10,134

 

２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（千株）　 12,567 121 9 12,680

　

（変動事由の概要）

　普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。普通株式の自己株式数の減少

は、単元未満株式の買増請求に応じたものであります。　
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当事業年度（自　平成24年12月１日　至　平成25年11月30日）

１　その他利益剰余金の内訳及び変動額

　 　　　　　　　　　　　　　　　　 （百万円）

変動事由
損失補填
準備積立金

配当引当
積立金

従業員退職
給与基金

圧縮記帳
積立金

圧縮特別
勘定積立金

特別償却　
積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成24年12月１日

残高
680 930 1,466 2,389 430 － 37,950 10,134

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 － － － － － － － △1,364

　当期純利益 － － － － － － － 2,927

　積立 － － － 658 － 1,759 － △2,417

　取崩 － － － △88 △430 － － 519

事業年度中の変動額

合計
－ － － 570 △430 1,759 － △335

平成25年11月30日

残高
680 930 1,466 2,959 － 1,759 37,950 9,798

 

２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（千株）　 12,680 30 0 12,709

　

（変動事由の概要）

　普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。普通株式の自己株式数の減少

は、単元未満株式の買増請求に応じたものであります。　

　

（リース取引関係）

　　　　ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

　該当資産はありません。　

　　

（有価証券関係）

   前事業年度（平成24年11月30日)　

　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式4,921百万円　関連会社株式159百万円）は、市

場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 　

　　当事業年度（平成25年11月30日）　

区分　
貸借対照表計上額
　（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

　関係会社株式 1,475 1,433 41

　 （注）子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式5,417百万円　関連会社株式157百万円）は、市

      場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表には含めておりません。
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（税効果会計関係）

　１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

（平成24年11月30日）
　

当事業年度
（平成25年11月30日）

流動資産 　 　 　

　繰延税金資産 　 　 　

　たな卸資産評価損 257百万円　 304百万円

　その他　 122 　 124

　繰延税金資産　小計　　 379 　 428

　評価性引当額 △5 　 △5

　繰延税金資産　合計 373 　 423

固定負債　 　 　 　

繰延税金負債　 　 　 　

　圧縮記帳積立金 1,410 　 1,644

 圧縮特別勘定積立金 263 　 －

　特別償却積立金 － 　 1,000

　その他有価証券評価差額金 236 　 2,731

　前払年金費用 680 　 651

　その他　 203 　 199

繰延税金負債合計　 2,795 　 6,227

繰延税金資産　 　 　 　

　退職給付引当金　 △616 　 △624

　貸倒引当金　 △255 　 △180

　投資有価証券評価損　 △486 　 △527

　その他 △653 　 △683

繰延税金資産　小計　 △2,011 　 △2,017

　評価性引当額 256 　 258

繰延税金資産　合計 △1,755 　 △1,758

繰延税金負債の純額 1,040 　 4,469

　

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因　　　となった主要な項目別の内訳

　
前事業年度

（平成24年11月30日）
　

当事業年度
（平成25年11月30日）

法定実効税率 40.44％ 　 37.96％

（調整） 　 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.94 　 0.54

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △12.65 　 △11.60

評価性引当額 △5.57 　 0.05

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 △3.81 　 △1.30

その他 0.44 　 0.22

税効果会計適用後の法人税等の負担率 19.81 　 25.86
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（資産除去債務関係）

当事業年度末における資産除去債務の金額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成23年12月１日
至　平成24年11月30日）

当事業年度
（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

１株当たり純資産額 792円80銭

１株当たり当期純利益 24円53銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
―

１株当たり純資産額 873円4銭

１株当たり当期純利益 38円63銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
―

（注）１　当事業年度における潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

　　　２　１株当たり純資産額算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

（平成24年11月30日）
当事業年度

（平成25年11月30日）

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 60,093 66,149

普通株式に係る純資産額（百万円） 60,093 66,149

貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当たり純資

産額の算定に用いられた普通株式に係る事業年度末

の純資産額との差額（百万円）

― ―

普通株式の発行済株式数（千株） 88,478 88,478

普通株式の自己株式数（千株） 12,680 12,709

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の

数（千株）
75,798 75,769

　　　３　１株当たり当期純利益算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

(自　平成23年12月１日
至　平成24年11月30日)

当事業年度
(自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日)

１株当たり当期純利益 　 　

当期純利益（百万円） 1,861 2,927

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,861 2,927

普通株式の期中平均株式数（千株） 75,874 75,782

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。　
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

(株式)　

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券
その他

有価証券

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 5,216,740 3,349

㈱みずほフィナンシャルグループ 9,835,033 2,094

日清紡ホールディングス㈱ 2,282,000 1,994

㈱三井住友フィナンシャルグループ 386,100 1,916

東京建物㈱ 1,400,725 1,343

丸紅㈱ 1,762,000 1,310

千代田インテグレ㈱ 385,200 721

㈱京都銀行 568,242 493

J.フロント　リテイリング㈱ 499,800 385

青山商事㈱ 138,200 363

東レ㈱ 513,000 348

倉敷紡績㈱ 1,762,000 310

帝人㈱ 1,329,901 297

㈱オンワードホールディングス 291,758 232

川西倉庫㈱ 380,000 224

㈱ダイドーリミテッド 350,000 221

㈱日阪製作所 184,000 168

㈱チクマ　 2,700,000 135

レンゴー㈱ 200,000 105

㈱高島屋 100,000 95

㈱愛知銀行 20,700 95

東日本旅客鉄道㈱ 10,000 84

東京海上ホールディングス㈱ 22,090 73

㈱百十四銀行 179,000 66

その他50銘柄 2,128,980 732

小計 32,645,469 17,167

計 32,645,469 17,167

　

(債券)

銘柄
券面総額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券
満期保有

目的の債券
早期償還条件付ユーロ債 800 800

計 800 800
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償却
累計額又は償却
累計額(百万円)

当期償却額
（百万円）

差引当期末残高
（百万円）

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

建物 52,847 1,776 490 54,134 35,904 1,486 18,229

構築物 9,873 305 536 9,642 7,733 221 1,908

機械及び装置 18,218 3,091 2,167 19,142 15,286 497 3,856

車両運搬具 140 0 23 117 114 3 3

工具、器具及び備品 2,125 74 123 2,075 1,908 65 167

土地 4,419 45 0 4,464 － － 4,464

建設仮勘定 252 8,124 5,887 2,489 － － 2,489

有形固定資産計 87,876 13,418 9,228 92,066 60,948 2,274 31,118

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

ソフトウェア － － － 251 162 40 89

その他 － － － 97 48 3 48

無形固定資産計 － － － 349 211 44 137

長期前払費用 140 156 39 257 77 19 180

繰延資産 － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

（注）１　建物の当期増加額の主なものは、子会社移転に伴う工場新設によるものであります。

　　　２　機械及び装置の当期増加額の主なものは、太陽光発電設備建設によるものであります。

　　　　　また、当期減少額の主なものは、梳毛工程再編に伴う生産設備廃棄によるものであります。　

　　　３　建設仮勘定の当期増加額の主なものは、太陽光発電設備建設によるものであります。

　　　４　無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため「当期首残高」「当期増加額」及び「当期減少額」の

記載を省略しております。

　　　 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 789 23 24 13 775

（注）「当期減少額（その他）」は、洗替による戻入額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

　平成25年11月30日現在における主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。

Ⅰ　資産の部

①　現金及び預金

科目 金額（百万円）

現金 82

当座預金 126

普通預金 252

通知預金 680

定期預金 3,280

計 4,421

　

②　受取手形

(a）相手先別内訳

相手先 金額（百万円） 相手先 金額（百万円）

豊島㈱ 237 伊藤忠商事㈱ 50

服良㈱ 71 その他 471

蝶理㈱ 69 ― ―

㈱サンティクス 56 計 957

　

(b）期日別内訳

決済期日 平成25年12月 平成26年１月 26年２月 26年３月 26年４月 26年５月以降 計

金額(百万円) 352 313 175 85 30 － 957

（注）当事業年度末日が金融機関の休日であったため、期末日満期手形が平成25年12月に59百万円含まれている。　

　

③　売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円） 相手先 金額（百万円）

アカツキ商事㈱ 2,998 ニッケ商事㈱ 122

㈱チクマ 2,978 その他 1,483

㈱ナカヒロ 1,711 ― ―

豊島㈱ 145 計 9,440

　

売掛金回収状況

当期首残高(Ａ)
(百万円)

当期発生額(Ｂ)
(百万円)

当期回収額(Ｃ)
(百万円)

当期末残高(Ｄ)
(百万円)

回収率（％）
(Ｃ)

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間（ヵ月）
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
12

9,252 23,926 23,738 9,440 71.55 4.69

（注）　消費税等の会計処理は税抜方式によっておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。
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④　たな卸資産

(a）商品及び製品

区分 金額（百万円） 区分 金額（百万円）

毛織物 3,407 ― ―

毛糸 1,742 ― ―

その他 599 計 5,749

　

(b）原材料及び貯蔵品

区分 金額（百万円）

原材料  

原毛　 849

合成繊維 153

染料 54

小計 1,056

貯蔵品  

薬品・燃料等 199

小計 199

合計 1,256

　

(c）仕掛品

区分 金額（百万円） 区分 金額（百万円）

紡績 1,946 その他 6

織絨・整理 2,353 計 4,306

　

⑤　短期貸付金　

貸付先 金額（百万円） 貸付先 金額（百万円）

㈱ゴーセン 1,400 ㈱ニットーファミリー 330

アカツキ商事㈱ 750 その他 1,260

佐藤産業㈱ 750 ― ―

南海ニッケ・トレンガヌ社 348 計 4,838

　

⑥　関係会社株式

銘柄 金額（百万円） 銘柄 金額（百万円）

アンビック㈱ 2,420 双洋貿易㈱ 380

芦森工業㈱ 1,475 その他 985

㈱ゴーセン 1,353 ― ―

㈱ツキネコ 433 計 7,050
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Ⅱ　負債の部

①　支払手形

(a）相手先別内訳

相手先 金額（百万円） 相手先 金額（百万円）

丸紅ファッションリンク㈱ 93 ㈱明成商会 32

東レインターナショナル㈱ 52 その他 313

オー・ジー長瀬カラーケミカ

ル㈱
51 ― ―

日鉄住金物産㈱ 43 計 586

　

(b）期日別内訳

期日 平成25年12月 平成26年１月 26年２月 26年３月 26年４月 計

金額(百万円) 136 172 196 81 － 586

（注）当事業年度末日が金融機関の休日であったため、期末日満期手形が平成25年12月に48百万円含まれている。

　

②　買掛金

相手先 金額（百万円） 相手先 金額（百万円）

㈱中日毛織 306 帝人㈱ 48

江陰日毛紡績有限公司 192 その他 715

丸紅ファッションリンク㈱ 67 ― ―

日鉄住金物産㈱ 53 計 1,383

　

③　短期借入金

借入先 金額（百万円） 使途 返済期間

㈱みずほ銀行 763 運転資金 平成25年12月

㈱三井住友銀行 601 〃 平成25年12月

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 601 〃 平成25年12月

その他 2,740 〃 平成26年2月

計 4,705 ― ―

１年以内返済予定の

長期借入金
856 運転資金・設備資金 １年以内

合計 5,561 ― ―

（注）　１年以内返済予定の長期借入金以外は無担保であります。

　

④　長期預り敷金保証金

区分 金額（百万円） 区分 金額（百万円）

敷金 4,694 ― ―

保証金 2,408 計 7,102

　

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】
　 平成25年11月30日現在

事業年度 12月１日から11月30日まで

定時株主総会 ２月中

基準日 11月30日

剰余金の配当の基準日 ５月31日、11月30日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取及び買増 　

取扱場所

（特別口座）　

大阪市中央区伏見町３丁目６番３号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社大阪証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座）　

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 －

買取及び買増手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とします。ただし、電子公告によることができない事故

その他やむを得ない事由が生じたときは、神戸市において発行する神戸新聞に掲載しま

す。電子公告は当社のホームページに掲載し、そのアドレスは次のとおりであります。

http://www.nikke.co.jp/investor/koukoku/index.html

株主に対する特典

１　対象　　　全株主

２　優待内容

所有株式数 内容

999株以下の株主 通信販売による当社製品等の割引販売

1,000株以上の株主 上記割引販売に加えて、

当社製品等の購入または

直営の店舗・スポーツ施

設等の利用に際して使用

できる右の優待券を進呈

3,000円引優待券

5,000株以上の株主 5,000円引優待券

10,000株以上の株主 10,000円引優待券

３　権利確定日

年１回、５月31日現在の株主とし、８月に発送します。

（注）当社定款の定めにより、単元未満株式を有する株主は単元未満株式について、会社法第189条第２項各号に掲げ

る権利、会社法第166条第１項の規定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び

募集新株予約権の割当てを受ける権利、単元未満株式の買増請求をする権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1） 有価証券報告書

並びに確認書　

　

事業年度　

　（第182期）

自　平成23年12月１

日　

至　平成24年11月30

日　

　
平成25年２月26日

関東財務局長に提出

　 　 　 　 　 　　

(2） 内部統制報告書

及び添付書類　

　
　

　
　
平成25年２月26日

関東財務局長に提出

　 　 　 　 　 　　

(3） 臨時報告書 　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２

項第９号の２（株主総会における議決権行使の

結果）に基づく臨時報告書

　
平成25年２月27日

関東財務局長に提出

　 　 　 　 　 　　

(4） 四半期報告書及び確認書 　
（第183期第１四半期）

自　平成24年12月１日

至　平成25年２月28日
　
平成25年４月12日

関東財務局長に提出

　 　 　 　 　 　　

(5） 四半期報告書及び確認書 　
（第183期第２四半期）

自　平成25年３月１日

至　平成25年５月31日
　
平成25年７月12日　

関東財務局長に提出　

　 　 　 　 　 　　

(6） 四半期報告書及び確認書 　
（第183期第３四半期）

自　平成25年６月１日

至　平成25年８月31日
　
平成25年10月15日

関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

　

日本毛織株式会社

取締役会　御中
　

平成26年２月13日

大阪監査法人
　

　
代　表　社　員

業務執行社員
　 公認会計士 宮　　本　　富　　雄　　㊞

　

　
代　表　社　員

業務執行社員
　 公認会計士 安　　岐　　浩　　一　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている日本毛織株式会社の平成24年12月１日から平成25年11月30日までの連結会計年度

の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等

変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その

他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸

表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務

諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかに

ついて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めてい

る。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され

る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリス

クの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明

するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続

を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、日本毛織株式会社及び連結子会社の平成25年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本毛織株

式会社の平成25年11月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認め

られる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することに

ある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができ

ない可能性がある。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告

書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財

務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査

の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査

証拠を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務

報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報

告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体として

の内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、日本毛織株式会社が平成25年11月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統

制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以　上
　
　
※　１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

　

日本毛織株式会社

取締役会　御中

　

平成26年２月13日

大阪監査法人
　

　
代　表　社　員

業務執行社員
　 公認会計士 宮　　本　　富　　雄　　㊞

　

　
代　表　社　員

業務執行社員
　 公認会計士 安　　岐　　浩　　一　　㊞

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状
況」に掲げられている日本毛織株式会社の平成24年12月１日から平成25年11月30日までの第183期事業
年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その
他の注記及び附属明細表について監査を行った。
　
財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合
理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための
ものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用
した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸
表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、日本毛織株式会社の平成25年11月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経
営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
　

以　上
　
　
※　１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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